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ニューサウスウェールズ州教育行政の再編

笹森健（青山学院大学）

はじめに

1995年のニューサウスウェールズ州（以下一ＮＳＷ州と略）選挙での労働党の勝利

は、1989年に自由党政権で改革された教育行政制度にすぐなからぬ影響を与えた。と

はいえ、1989年のスコット(ＤｒＢｒｉａｎＷ,Scott)により示された教育行政制度改革の提

案（ScottProposal）を根底から改編するまでには至らなかったが、ＮＳＷ州の教育

行政制度の上では大きな改革であったと言わざるをえない。

スコット提案による教育改革は、1980年代に各州が実施した教育に関する権限の地方

への委譲の方向に沿ったものであり、地域住民の教育への参加を促し、それによって

学校の活性化を狙ったものであった。それまでのＮＳＷ州が維持してきた過度の中央

集権体制を全面的に改革したもので、その意義は大きかった。しかし、1995年の労働

党の勝利により誕生したボブ・カー（BobCarl･）政権は、スコット提案による教育制

度改革の再編を意図したものであった。すなわち、地域末端での教育行政をより効率

的に実施する体制の確立を図り、同時に経費の削減を狙ったものであった。

本論は、労働党政権により実施されつつある教育行政制度再編の構想とその背景を

明らかにし、今後の方向性を検討するのが目的である。なお、ＮＳＷ州のこれまでの

教育行政制度改革については、拙論ですでに明らかにしているので、必要に応じて言

及するにとどめる。’）

１．教育行政制度再編の背景

1989年の、いわゆるスコット提案の中心的な狙いは、地域住民の教育への参加による

学校の活性化であったといえよう。しかし1995年選挙での労働党の勝利は、カー政権

を誕生させ、その教育政策の基本は、教育政策をより効率的に実施する体制の確立と

教育費の経費削減であったと纏められよう。具体的内容は後記するが、スコット提案

から約５年後の1995年に誕生した労働党政権が、従来の方向を大きく転換する再編政

策を打ち出した背景は何であったかを検討すると、概略次のように考えられよう。

その発端は労働党政権が誕生する以前にあったと考える。それは国際諮問審議会（

InternationalAdvisoryCouncil‐以下IＡＣと略）のＮＳＷ州の公教育の質に関する

1994年の報告書に対し、同年１０月にＮＳＷ州教育省が回答した文書(NSWDepartment

ofSchoolEducation:Responsetothel994ReportofthelAＣｏｎｔｈｅＱｕａｌｉｔｙｏｆ
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PublicEducationinNSW)にみられる。このＩＡＣは当時のＮＳＷ州教育・訓練・青

少年問題担当大臣が、同州の公立学校制度のあり方に対し国際的視野からの助言、指

導、勧告を得る目的で設置されたもので、ケンブリッジ大学のハーグリーブス教授（

ProfDavidHargreaves)を座長とする４人の委員で構成されたものであった。1993年

から活動を開始し、1994年８月には専門的な領域に絞って検討した報告書を纏め、そ

れに対し10月にＮＳＷ州教育省が回答したものである。

この中でＩＡＣは５項目の勧告を出したが、その第３項目で学校教育省は州、地域

、学校の計画作成と実施のサイクルが一致するように検討し、調整することを挙げて

いる。これに対し、ＮＳＷ州教育省は1995年の優先計画をなるべく早く公表すること

や1995年から1999年にかけての重要計画を公表するなどを回答している。２)つまり、

この時点で学校教育省は勧告に沿った形で州一地域一学校の体制を視野に入れ、それ

を1995年の優先計画で公表する考えを持っていたことがわかる。後記するように、再

編の中心的課題の一つが州一地区一学校のもとで教育行政の効率化を狙ったことを考

えると、このＩＡＣの勧告がその背景にあったことは間違いなかろう。

一方、労働党が選挙のために1995年３月に作成した「学校教育に関する労働党計画

」（Labor，sPlansforSchoolEducation)も教育行政の再編を促した一つである。労

働党が作成した計画は57頁にも及ぶ大部なもので、学校教育全般に関して記述してい

る。この中で、労働党は学校教育の現状を次のように批判している。３）

・州の自由党はここ７年間教育を蔑ろにしてきている。

・生徒一人当たりの支出は他の州・区の平均より１０％も低く最低である。確かに生徒

一人当たりの出費は他の州・区より15％も少なく差が拡大している。

・小さな子供達に必要な識字能力の向上について殆ど関心をよせていない。

・コンピュウターが学校に公平に設置されていない。

・ＮＳＷ州の学校卒業生の一般的な知識は他の州と比較して最低である。

・学校での暴力行為の類は1989年の２倍になっている。

その他多くの点について批判をしている。これらは、選挙目当てのキャンペーンであ

るため誇張された部分もあろうが、当時の学校現場の傾向を伺うことは出来よう。

地域住民の教育参加による学校の活性化を狙った1989年のスコット提案による教育改

革は、種々の問題を露呈していたことが伺えよう。

教育行政体制についても種々批判し、再編の鍵に次のものを挙げている。‘）

・学習審議会(BoardofStudies)の構成とメンバーを検討し、他の審議会との重複を

避け、初等教育段階の水準を上げるように注意を払う。

・学習審議会の予算と管理を分離させる。行政責任は教育大臣と共に有する。

・不必要な重複を改善するために教育・青少年省を廃止する。
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・学校の管理者を上級職員から漸次移行させ、校長を学校経営を保証する権限を持つ

地位に戻すように喚起する。

そして、労働党は教育の官僚体制を集権的にはしないと明記し、上記の項目について

具体的に記した。例えば、教育局(DepartmentofEducation),教育省(Ministryfor

Education)，教育大臣(MinisterforEducation)をもつことは不合理である、とか

教育・青少年省(MinistryforEducationandYouthAffairs)は不必要な官僚組織で

あるとした。そこで小規模で強力な権限をもち大臣と直接につながり、重要な鍵とな

る政策を研究する教育政策部(EducationPolicyUnit）を設置することなどをあげて

いる。この結果は、総括的にみれば、中央ではより強力な教育行政機関の設置、地方

では学校長に権限を持たせる方向を示したものといえよう。

このような選挙キャンペーンが、労働党の勝利により現実化されたのである。教育

行政の再編計画の背景は、ＩＡＣと労働党の選挙戦略の中に見いだすことができる。

Ⅱ州学校教育省(TheDepartmentofSchoolEducatio､)の再編

1995年８月10日に全職員に対して出された「覚書」（Memorandum）は、その題には「

学校教育省の構成と組織」（TheStructureandOrganisationoftheDepartmentof

SchoolEducation)とあり、Ａ４版で９ページに及ぶものであった。これがＮＳＷ州

の教育行政制度の組織再編に関し出された最初の公式文書であった。

「覚書」には、その目的が二つ示されている。第一は州政府の700万豪ドル以上の支

出削減に協力し、かつ'996-7会計年度で予算調整を達成するのに協力するためとして

いる。５）これには、学校教育省管轄の組織が州では最大で、したがって予算規模も

最大であるところから、支出削減を達成するためには重要な役割をもつものと見倣さ

れていた背景がある。現存の組織では、後記するように地方教育事務所の上級職員（

SeniorExecutiveOfficer）の人数が多いために人件費が高く、支出削減を達成する

ことは無理と判断して新しい組織への再編に踏み切ったわけである。第二は、州政府

の支出削減に応ずることにより予想される減額された予算の範囲内で、十二分に運用

できる教育面での新しい管理体制を作ることであるとしている。公立学校制度の中心

は2,222校の学校であり、教育の機能はこれらの学校によって達成されるもので、学

校を無視した如何なる外部の力では絶対に達成できるものではないとして、学校に焦
点をおいた体制を作る必要があると、再編の目的を明記した。‘）つまり、再編の狙

いは経費の削減と効率的な学校管理体制の確立であったと集約できよう。

「覚書」は、さらに学校自体の他に公立学校制度に関し、教育行政機関の管理の視点
に次の５項目を挙げて、現状の体制を再編する必要性を説明している。７）

①諸基準が適合しているか確認する方法
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②カリキュラム教材についての援助及び専門的援助を用意する方法

③スタッフ、財源、学校の施設・設備を維持する方法

④州政府の教育面に関する優先計画を実施するための方法

⑤公的機関である学校教育省の効率的、効果的な管理の方法

具体的には教育行政組織を現存の三重構造（Cluster,Region,StateOffice)の体制を

二重構造（District,StateOffice)体制に再編し、現在の10地域(Region)を新しく４０

地区(District)に分割して、教師や学校に対して行き届いた援助をする体制をとるこ

ととした。二重の行政による無駄を廃し、明確で簡潔な官僚体制を作りだすことが、

地方の学校・教師や地域社会の要請に合った適切なサービスと質の向上に繋がり、か

つ必要な経費節減の要求に応えるものであるとの認識にもとづいたものであった。

そして、教育行政組織の再編により混乱や遅滞を招かないように、新しい教育行政組

織には最新の情報技術計画によるコンピューターネットワークを導入する構想を示し

て、科学技術の先端を教育行政に導入しようとした。

全体的な内容は地方教育行政制度の再編に重点をおいたものであったが、州学校教

育省、つまりStateOfficeの体制の再編については次のような構想を示している。

まず、現存の機能はそのまま残すとするものの、州内の地域事務所(RegionalOffice

）で行使してきた学校管理や資産管理の機能を州学校教育省で遂行するという注目す
べき改正であった。３）

すなわち、・すべての財政管理制度の責任を含む財政管理

・昇任、転任を含む学校の人事

・資本管理と運用、契約の締結、建物の調査・獲得・廃棄

など、それまで州内の地域事務所で担当してきた機能を中央のStateOfficeで行使す

るものとしたのある。その上、学校スポーツ、音楽演奏、演技、海外教員交流、遠隔

地教育、選別学校の入学など従来州内全体で実施してきたプログラムを担当する部署
をStateOffice内に置くことにした。

したがって、州学校教育省自体の組織体制は変わらないものの、規模は大きくなり約

400の職務が増加することになった。資産関連部署担当が約300、教授・学習関連部

署担当が約60であった。そして、学校の人事関係については州内５カ所一Sydney,We-

stemSydney,WollongoIlg,Bathurst,Newcastle-に州学校教育省の出先機関を設置し

て担当するものとした。この結果、州学校教育省は697人の職員から１，１００人と新し

い体制では約400人の増加となった。この中、上級職員(SeniorExecutiveService）

は87人で、これには後記する地区教育長(DistrictSuperintendent)４０人が含まれて

いる。従来は１６５人の上級職員がいたので大幅な経費削減となるわけである。

今回の再編の目的の一つが経費削減であったところから、上級職員の削減はこの目的
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に叶うものであったと言えよう。しかし、1989年のスコット提案により実施された地

域への教育行政権限の譲渡は、州学校教育省の担当事務の大幅な増加となった今回の

再編からすれば、寧ろ逆に州の中央に権限が戻る結果となったと言わざるをえない。

これは、以下に記す地方教育行政制度の再編からも明らかである。

Ⅲ地方教育行政制度再編の構想

ＮＳＷ州学校教育省が示した地方教育行政制度の再編に関する最初の公式文書は、前

記した州学校教育省の再編に関して出された「覚書」（Memorandum）と同じものであ

った。地方教育行政の再編の構想は次のようであった。

学校区(SchoolDistrict）及び地区事務所(DistrictOffice）の設置は注目すべき改

革の構想である。地方教育行政組織再編の中心である学校区は、州内の公立学校（初

等・中等学校を含む)2,222校を40の学校区に分け、それぞれに地区事務所を設置し、

従来の教育資料センター(EducationResourceCentre）や学校群(Cluster）は廃止す

るという構想であった。したがって、一つの学校区には平均55校が存在することにな

り、地区事務所はこれらの学校の援助等にあたるものとした。とはいえ、この「覚書

」では具体的な学校区の地域区分については記されていない。

一方、地区事務所については平均20人のスタッフを置くとしているが、これは各学校

の援助のためにスタッフが週に２日は出かけられるようにとの配慮からであった。各

地区事務所のスタッフは地区によりまちまちであるが、少なくとも次のスタッフは設

置するような構想であった。

．少なくとも４人のカリキュラムコンサルタント（英語、数学を含む）

．問い合わせに答える主任・技術担当主事

・学校一家庭連絡主事・特殊教育主事

・福祉、給与、人事に関する教員援助に責任をもつ職員

・校舎等施設の維持、清掃管理に責任をもつ職員

この他にも地区の事情により必要な職員をおくこともできるが、州全体としては40地

区800人の専門的職員を設置し、従来よりもより学校に密着した形で、良いサービス

・援助をするという構想であった。９）

地区事務所の責任者は教育長(Superintendent)で、その職務は①一定の水準を達成す

ることを保障すること、②その水準を達成するために学校に専門的援助を提供するこ

と、③教育的にも財政的にも評価する方法を検討すること、④地区内の公教育の企画

や設備の管理をすることなどを挙げ、地区内の校長と話し合いにより職務執行に関す

る同意書を作成するよう記している。’0）

一方、これら地方教育行政を統括する州教育省については、前記したように担当部署
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１.Albury

４BatemansBay

７.Bondi

lO・Clarence／

０
６
４
６

６
４
５
４

が増加したために約400の職務が増加する結果となっているが、地区事務所の担当職

員数を含めて総職員数を従来のものと比較すると下記の通りとなる。’'）

現行新

州教育省(StateOffice）６９７1,100

地域(Region）1,635０

地区(Districts）０８００

２，３３２１，９００

差引で432の職、18.5％の減少となり、年に1,700万豪ドルの削減になるとした。こ

の中で上級職員は、地区事務所教育長40人、州教育省47人の計87人で、現行の165人

から78人の大幅な減員となり、高い給料で専用車を与えられている彼らの減員は財政

的にも経費節減になるとの構想であった。

これらの実施時期について「覚書」は、部分的には教育長の任命を1995年第３学期中

に行い、第４学期から職務を遂行させるとしているが、全体的には1996年12月から新

しい体制に移行するとしている。これは、1996年１月１１日に州教育省事務次官のケン

・ボストン(DrKenBoston）が出した文書「'９６年教育課題の実施」（Implementing

Agenda'96)でも、実施計画を詳細に記述しているのからも明らかである。（後記）

「覚書」が出されてから１カ月後の1995年９月８日、学校教育省は「地区と州教育

省の機能の原案」（ProposedDistrictandStateOfficeFunctions)を発表した。

この文書は、文中でも記しているように、教育行政組織の再改革に関する第二段階の

もので、目的は州教育省及び地区事務所の権限とそれを実現する地区を示すことであ

ると明記している。’2〕

まず、州教育省の事務を円滑に遂行するために、上記１．で記したように州内５カ

所に事務所を設置するとした。それぞれ事務所長（AssistantDirector-General）を

設置し、各事務所は八つの地区の凡そ440校の学校の教育活動と人事が円滑に運営さ

れるように援助する責任をもつものとされた。しかし、あくまで州教育省の組織の一

部であって、地区事務所の権限を行使するものではなく、従来の地域教育事務所(Reg

ionalOffice）に変わるものでもないことを明記している。’3）

設置された40の学校区と管轄の学校数は、次の通りである。’4）

校 数校数校数

０
２
３
３

５
６
６
３

-６．

２.Armidale

５.Bathurst

８.BrokenHill

ll・Denilquin

０
１
４
２

５
６
２
６

３.Bankstown

６.Blacktown

９.Campbelltown

l2・Dubbo



Ballina

２
８
８
１
１
９
７
１
６

５
５
５
５
５
５
５
６
５

CoffsHarbour

l5､Gosford

l8､Lismore

21Moree

24・NewcastleSth、

27.Parramatta

30,PortMacquarie

33､Ｓｔ､George

36.Tamworth

14.Granville

l7､Hornby

20・Maitland

23・NewcastleNth、

26.0range

29.PortJackson

32Ryde

35,Sutherland

38.TweedHeads／

１
７
２
６
４
８
１
１

５
６
６
６
５
４
６
５

13.Fairfield５９

１６.Griffith５０

１９.Liverpool６５

２２.ＭｔＤｒｕｉｔ４１

２５.NorthernBeach60

28､Penrith５４

３１.Queanbeyan５９

３４.Shellharbour51

37・Taree ６４

longong ６２

上表でも明らかなように、平均は約55校ではあるが、最多はLismore学校区の67校、

最少はBrokenＨｉｌｌ学校区の24校と大きな差のあることがわかる。１５）

地域的には、本文書で学校区は大きな群（Cluster)でもなく、小さな地域(Region)で

もないと明記しているところから、スコット提案により設置された教育資料センター

の区域がほぼ学校区に匹敵するといえる。その理由は、教育資料センターは従前の一

つの地域（Region）に４カ所設置され、５０校から60校を対象としたものであることか

らである。実際に従前の北部海岸地域事務所(NorthCoastRegionalOffice）を例に

みると、地理的条件から五つの教育資料センターが設置されていたが、本改革により

前表の１０，１８，３０，３８の４カ所に学校区が設置されており、教育資料センターの区域

が学校区設置の基準になっていることが、ほぼ確実と言える。

地区事務所の組織や設置する職員の地位及び職務についても、本文書は職務別に明

示した。

1995年１０月１８日に学校教育省は「組織構成と職員の地位に関する提案」（Proposed

OrganisationalStructureandStaffPositions）を発表し、各地区別の組織構成と

職員の人数と地位を詳細にわたり示した。

地区事務所の職員数については、1995年８月に出された最初の文書では平均20人とし

ているが、この10月の文書で示された人数をみると次のようであった。’‘）

職員数地区事務所数職員数地区事務所数

1６１２３３

１９１２４５

１９．５２２５３

２０１２６３

２０．５８２８１

39.WaggaWagga６１４０．ＷＣｌ

-７．



２１１２８．５１

２１．５２ ２ ９ ２

２２３３０．５１

２２．５２

具体的に示した10月の文書から、最多は30.5人、最少は16人と、地区事務所により指

定された人数にも大きな差があったことがわかる。

職員の種類についても地区事務所に大きな違いがみられる。例えば、アポリジニー社

会連絡担当主事は40地区事務所の中、２６地区で設置するとし、２人設置する地区事務

所が４カ所ある。さらに、アボリジニー教育担当主事を設置する地区は９カ所あり、

その中の２カ所は２人設置で、前記のアボリジニー社会連絡担当主事を２人設置して

いる地区と重複している。さらに、アボリジニー教育相談員を１０地区で設置している

が、これらは全てアポリジニー社会連絡担当主事を設置している地区である。つまり

、４０地区事務所の中、２地区はアポリジニー社会連絡担当主事とアポリジニー教育担

当主事が各２人、それにアボリジニー教育相談員がいるわけである。この２地区はＮ

ＳＷ州でもアポリジニーが多く住んでいる地区であり、地区の状況に合致するような

職員の配置を考慮した構想であることが明らかである。

同じことが他の職員でもいえる。薬物教育(DrugEducation)担当主事を10地区事務所

に、ＥＳＬ担当主事を７地区（中６地区は各２人）に、エスニック社会連絡担当主事

を１７地区に設置するなど、地区の特殊性を考慮した職員の配置であったといえよう。

いずれにせよ、1995年の地方教育行政再編計画の中心は、前記の９月文書とこの１０月

文書によるものといえ、これにより組織構成及び職員配置の細部が提示されたのであ

る。

この後、１１月３日に最終文書である「組織構成と職員の地位」（OrganisationalStr-

uctureandStaffPositions）が発表され、新しい体制が実施されることになった。

この文書は前記した二つの文書を総括したものであるが、職員の配置で多少の改正が

みられる。すなわち、１０地区事務所に特殊教育援助センター調整員(SpecialEducat-

ionSupportCcntreCo-0rdinator)を設置して、特殊教育相談員の援助をする体制を

とったものの、９地区に設置していた交通安全相談員(RoadSafetyConsultant)を全

廃している。’7）

いずれにせよ、この文書により従来の地域教育事務所の職員は、新体制のもとで再雇

用されるか新しい地位に応募する力､の選択を迫られることになったが、1996年末まで

の完全実施を目指して再編は実施されることになった。

Ⅳ、再編の実施
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新体制への移行に際し重要かつ最大の課題は、再編時に地域教育事務所に勤務する職

員の配置転換である。これに関してＮＳＷ州学校教育省は、最終文書が出された1995

年11月３日に「職員広報」（StaffBulletin)第11号を発行して、地区事務所勤務の職

員を公募し始め、以後の広報でも州内の地区事務所に勤務する職員の公募を積極的に

実施した。上記第11号は各ページに平均６－７ポジションを公募し、全体では91ペー

ジにも及ぶ大部なもので、最終ページには応募用紙を添付したものであった。’１１）

一方、現に勤務している職員の配置転換についても、ＮＳＷ州学校教育省は「再編

により影響のある職員の配置」（PlacementofStaffAffectedbyRestructure)と題

する文書を出して不利益を被らないよう配慮した。それは次のようであった。１０）

・学校教育省は再編に伴い影響のある職員全員に学校教育省内あるいは他の公共部門

で適当な地位が得られるよう最善の努力をする。

・職が廃止される常置の職員は、他の職に移るか教育省内で欠員が出た場合に優先的

に職に就けるよう配慮する。

・空席の職は教育省内で充足するためのあらゆる努力が終わるまで外部に公募しない

・新地区事務所やSydney,WesternSydney,Wollongong,Bathurst,Newcastleにある州

出先機関に移ることを希望する職員を支援する。

・学校に戻ることを希望する指導主事には学校に優先的に戻れるよう配慮する。

・教育省内の職に移ることの出来ない常置の公共サービス職員は、公立雇用事務所の

労働管理センターーから公共部門で適当な職が得られるよう支援される。

・職員の配置転換に関する具体的方法は組合と交渉して決める。

大きな再編をする場合、避けて通ることの出来ない職員の配置転換を、ＮＳＷ州学校

教育省は多方面から配慮したものといえよう。

さらに、教育事務次官のケン・ボストン(DrKenBoston）は1996年１月１１日に「９６

年実施日程」（ImplementingAgenda’96）を出し、再編を促進させた。ｚｏ）これは、

①96年実施日程と組織としての計画、②管理者の計画と報告、③地区事務所の計画と

報告、④学校の計画と報告からなり、中央の教育省から学校現場に至る各段階での実

施計画と成果の報告をさせるものであった。その最初に「96年実施日程」は学校教育

省の基本計画であり、実施勧告の文書であると明記し、さらに96年の再編の方向を示

し、かつ基本的な戦略策を確認するものとして、文書の重要性を位置づけた。副題に

「1996年の学校、地区事務所、州教育省の計画」とあるところからも伺えよう。文書

は、州教育省関連が基本姿勢を含めて10項目、その他②から④までは５項目乃至４項

目で構成され、各段階で実施する際の基本事項を示している。文書全体を通じて言え
ることは、スコット提案以降進められて来た地方への教育権限の譲渡の方向が、州教

育省の権限拡大の方向に逆行しているのではないかと思われる。論拠は、州教育省、
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地区事務所、学校の行政系統を明確化した中で、地区事務所や学校の計画及びその実

施に関し、州教育省の設定した「96年実施日程」の方針の実施を求め、かつ実施した

事項に関する報告を逐一求めていることである。この点に関する筆者の疑問に対し、

インタビューした数カ所の地区事務所教育長は州段階の関与が大きくなったことを認

めていることからも-言えよう。

1996年３月１日には「職員広報」第25号で、州教育省と地区事務所が機能するまで

の職員の雇用・配置を含む日程を示し、再編後のこれらの機関の実質的な活動を開始

させた。２'）地区事務所を例に示すと、次の通りである。

・1995年第４学期地区事務所教育長、教育保障担当主事、事務職員の任命

・1996年第１学期識字相談主事、数学指導主事、職業指導主事、ＥＳＬ指導主事

薬物教育指導主事、アボリジニー教育指導主事、その他教育指

導関連主事の大部分、事務職員の任命

・1996年第２学期資産担当職員、技術顧問

・1996年第３学期学生・生徒サービス、福祉担当職員、特殊教育担当主事、人事

担当職員、職員福利担当職員

・1996年第４学期事務所管理者

・1997年第１学期心理・健康相談員

同じように、州教育省の組織再編の日程を示したが、この再編政策は実質的に1996年

一年間で新しい体制に移行しようとするものであった。

再編の実態をＮＳＷ州北部のリズモア地区事務所を例に検討しよう。地区教育長の

グレグクローク(GregCloak)は1996年６月13日に「リズモア地区プロファイル」（

LismoreDistrictProfile）を公表して、地区の状況を報告している。２２）これは、

前記した「96年実施日程」の方針に沿って州教育省に提出したものである。

報告書はパートＡで位置と地域特性、人口や他のデータ、例えば一人親家庭の割合、

家族年収、初等学校在籍率、雇用状況など、パートＢで段階別学校数、基本統計、保

有の教育財産、生徒サービスの状況などを記し、さらにアボリジニーの教育に関する

生徒とスタッフなどの表、その他で11ページからなっている。

注目すべき点は、1995年８月の文書で平均20人の職員と記し、同年１０月の文書で地区

事務所別に人数を示した際に、このリズモア地区は21人の職員とされたにもかかわら

ず、２７人が地区事務所の職員一覧に明記されていることである。1995年10月の文書で

記されていない職員としては、スポーツ担当（２人）、少年補導、教育保障担当、巡

回読書指導、教員研修担当などがいる。２３）これに関し、クローク教育長に尋ねたら

、リズモア地区事務所はこの地域では中心的な存在であるため、近隣の地区事務所と
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共同で数名の職員を採用し、リズモア地区事務所に常駐する体制をとっているとのこ

とであった。いずれにせよ、地区事務所段階の実態は州教育省の示した再編政策のも

とで現実に進行していることがわかる。

結語

ＮＳＷ州の1995年に公表され、現在進行中の教育行政制度の再編について考察してき

た。これに対する評価はまだ時期尚早であるが、州の学校教育省及び40地区の地区事

務所の設置は終わり、すでに教育行政活動は展開されている。

そこで、1995年の再編はどのような意味をもち、どのような課題が提起されるであろ

うかについて纏めたい。

本再編政策は、1989年のスコット提案により示され展開してきた地方への教育権限

の委譲の方向が大きく変えたと言わざるを得ない。労働党政権は教育の集権化はしな

いと党の教育計画に明示しているものの、中央一地区一学校の体制で、地区事務所の

人数を大幅に減らしたことは、地区では教育事務全体を処理することは無理で、中央

の指導を仰がざるを得なくなり実質的には集権化体制を意味することになる。この方

向の転換は1980年代に各州で実施され、1990年代になって一部の州がその再検討を進

めているものと同じ流れにあるとも考えられる。例えば、1992年のビクトリア州の改

革、1996年の南オーストラリア州の改革、年末に予想される西オーストラリア州の改

革などがそれである。いずれにせよ、教育権限の地方への譲渡の流れとは反する方向

が打ち出されていると考えられ、大きな意味を持つものと考える。これは、一面では

広大な国の地域末端で地域住民の教育参加を待っていては、州・区の教育政策の浸透

を図る上で限界性が認められたとも考えられる。というのは、労働党の教育計画の中

でも政策の浸透が不十分であり、平均すると他の州との間に差が生じている状況を指

摘していることからも言えよう。

次に、学校現場、つまり校長の手腕が広範囲で問われる再編といえよう。従来は州の

もとで地域教育事務所があり、その下に学校群が設定されていたため、そこで学校間

の調整が可能であった。しかし､再編後は各学校の責任が今まで以上に大きく、学校

審議会（SchoolCouncil）の役割が前面に出てこざるをえない。したがって、校長の

学校経営や学校審議会への係わり方が重要な鍵となる。この点に関し数名の教育長に

面談して尋ねた際、この意見に同意し、すでに経営能力のある校長とそうでない校長

の間に差が出ていると語っていた。確かに経営能力のある校長がいる学校は活性化さ

れようが、逆の場合は地区事務所及び州学校教育省の干渉が増加する結果となること

は明らかである。

経費削減が主要な狙いであったこの再編は、地方段階では人数が削減されたものの、
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州教育省では多くなっており、どの程度の削減になるか今後注視する必要かある。

1995年の再編は、以上の点で重要な意味と課題を内包したものであると考える。
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オープン学習に関する－考察

～ ク イ ー ン ズ ラ ン ド 州を中心に～

横浜国立大学大学院

松本浩次郎

はじめに

オーストラリアの教育の特徴の１つとして、多様な通信メディアの教育への利用が

「通信教育（ＣｏｒｒｃｓｐｏｎｄｃｎｃｃＥ(1,,ｃ我１１()、）」から「遠隔教育（１）ｉｓｔａｎｃｅ

Ｉ２ｄＵｃａＬｉｏｎ）」という形で発展してきたことが挙げられる。それは、広大な大地に分

散した学習者の学習撮会を保障する手段として、不可欠なものである。

特に、近年のパーソナル・コンピュータを媒体とした通信ネットワーク技術の急速な

成長と急激な教育改革の動向は、遠隔教育の方法を１つの手段として取り込んだ、学習

者中心の哲学に支えられた新たな学習概念を生み出している。

１９９２年の連邦政府の資金援助によるＯＬＡ（ＯｐｃｎＬｃａｒｎｉｎｇＡｇｃｎｃｙｏｆ

Ａｕｓｔｒａｌｉａ）設立以降、オーストラリアでは、遠隔教育の手法に学習者の自律的学習

（ＳｅＩｆ－ｄｉｒｅｃｔｅｄＬｅａｒｎｉｎｇ）への要求を組み込んだ「オープン学習（Ｏｐｅｎ

Ｌｅａｒｎｉｎｇ）」が主として高等教育（Ｔｃｒｔｉａｒｙ（，。,】ｃａｔｉｏｎ）を中心に活発化し、

教育機会へのアクセスを容易にするための重要な手段となっている。そして、それは各

州管轄の、就学前から中等教育まで（以下Ｐ－１２と略）、においても、顕在化しつつ

ある。

本稿では、オーストラリアにおけるオープン学習の概念を明らかにしたうえで、それ

がＰ－１２の段階にも導入されてきたことの理由と課題について、クイーンズランド州

（以下ＱＬＤと略）を事例として考察することを目的とする。

１．「遠隔教育」と「オープン学習」

まず、『遠隔教育」と「オープン学習』の概念を区別しておきたい。両者は組織とカ

リキュラム分配の異なる側面に関係し、かつ混同して使われる場合が多いためである。

ＥＲＩＣデータベースによれば「遠隔教育（Ｄ１ｓｔａｎｃｃＥｄｕｃａｔｉｏｎ）」とは、小さな

教室あるいは教室のない状況もしくは生徒と教師の対面接触以外における、コミュニケー

ションメディア（通信文・ラジオ・テレビ・その他）を介した教育と定義され、１９８３

年に用舘として導入されている。

また英国の著名な逮隔教育学者であるキーガン（１９８０）は、より具体的に以下の６
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っの主要な要素を示している’）。１．教師と生徒の分離。２．プライベートな学習とは

一線巻画するところの教育的組織の影響。３.教師と生徒をつなげ、教育内容を運ぶた

めのテクニカルメディア、一般には印刷物の利用。４．生徒にとって有益でかつ、対話

を始めることができる双方向コミュニケーションの供給。５.教訓的かつ社会化の目的

のための、ときおりの集会の可能性６.教育の産業化された形式への参加。

ＱＬＤでは、このキーガンの定穂を踏まえ、「遠隔教育は主として教師と生徒とが対

面できず、教育目的達成のために、メディア（伝統的に印刷物）とコミュニケーション

システム（伝統的に郵便）に頼る場所での学習に適合するもの」と定蕊している２〉。

次に「オープン学習」の定義について考察してみたい。従来、オープン学習は「オー

プン教育（ｏｐｃＩｌｌＥ《1ｕｃ:ｌＬｉ()i,）」と表現される場合の方が多かった。しかし、特に

１９９０年代以降、「開放性（０１)(９１１ＣＳＳ）」という同じ方向性をもつものの、学習者が

自由な意思に基づき、自分にあった手段と方法によって学習を行なうという点をより強

調する意味で、「オープン学習（(》I》ｃｎＬｃａｒｎｉＩｌＲ）」という表現が増えてきたので

ある。こ れに は、効果的な「学習」への支援が「教育」であり、また教師の役目と考え

られるようになってきたことが影響している。

１９７０年代以降、オーストラリアの教員たちは「オープン教育」を態度についてのオー

プン、つまり価値観が自由という意味において解釈し、もう１つの見方として物理的に

オープン（オープンスペースやティームティーティング）ととるものもあった。また、

オープン教育は学校が地域に対してオープンであることと、学校の可能性と機能につい

ての意見がよりオープンであることも意味すると考えられてきた３）。

このように、「オープン学習」の定鞍は抽象理念的だが、オーストラリア連邦議会下

院の雇用教育訓練に関する常任委員会は、ＡＮＵ名誉教授のジョンソン（１９９０）の定義

を有効と認めている４）。

すなわちオープン学習は制度や技術というよりはアプローチを意味するとし、以下の

４つの要素を挙げている。１．教師や教育機 関の関心にではなく、個々の学習者の要求

に基づく。２．生徒に、何を、いつ、どこで、どのように学ぶかについて可能な限りの

コントロールを与える。３．一般に遠隔教育の分配方法と教育工学の設備を使う。４．教

師の役割を知臓の源から学習のマネージャーや促進者へと変化させる。

ＱＬＤにおいても、「オープン学習」は、「遠隔教育」と頻繁に関連し、それを１つ

の戦略として組み込むものと考え、一般に、システムや制度の要求に個人を合わせると

いうよりは、個人の要求に合致させる、学習者中心の考え方として特徴づけている５）。

本稿 で は オ ー ストラリアにおける「オープン学習」に関し、連邦蟻会が採用した定義

にしたがって齢を進めていく。そして両者の枠組みに関しては、ヒギンス（１９９４）が

オープン学習を鰭る上で、その核となる方法を遠隔教育と考え、次のような図を示して
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図いるので参考にしたい６）。

つまり「通信教育」という伝統的な用語は、

８０年代以降の通信メディアの発達によっ

て、 それらを利用し た 構 外 教 育 を 意 味 す る

「遠隔教育」にとってかわられた。しかし、

「遠隔教育」は対象が限定的な概念であり、

生 涯学習時代に対応 し た 、 学 習 者 中 心 の よ

り柔軟な教 育機 会へのアクセスを意味する

概念として「オープン学習」という概念が

使われるよ う に な ってきたのである。

要約すれば、「オープン学習」は密接に

「遠隔教育」と関連し、その方法をその１

つの手 段として組み入れるものと考えるこ

とができよう。
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オープン学習の概念枠

２．オープン学習の普及

「オープン教育（ＯｐｃＩＤＩ§(ＩＩＩＣ;lli()、）」という言葉の普及は、１９７１年にロンド

ンで「オープン大学（()Ｐ(､Ｉ１ＵＩ１ｌｖ《ＰｒＲＩｔｙ）」７）が設立されたことから始まる。オー

プン大学では、ラジオ、テレビ、フィルム、オーディオテープ、そしてコンピュータが

補助的学習材として使われ、これらのメディアの統合利用がオープン学習の成長を促進

してきたのである。また成人教育の供給、教育放送の成長、教育における平等主義の広

がりが、オープン学習を導いてきた。また、１９７３年にユネスコによる「生涯教育鈴

（ＬｃａｒＩＤｉｎｇｔｏＢｃ：ＴｈｃＷｏｒｌ《１ｏ『Ｉ§〔ｌｕｃａｔｉ《)ｎＴｏ(ｌａｙａｎｄＴ《》ｍｏｒｒｏｗ）」

の出版は、型にはまった従来の教育に代わりうる学習方法への関心を高めた。１９８０年

代にはイリイチ、ライマー、グッドマンらに代表される、いわゆる『脱学校鋪」のムー

ブメントが、オープン学習の先駆者として、制度化された学習の信頼性の欠如を露にし

た事実も影響を与えたのである８）。

オーストラリアにおけるオープン教育に関する開発への注目はまず連邦政府段階、つ

まりは高等教育（ＴｅｒｔｉａｒｙＩ§ｄＵｃａｔｉｏｎ）部門で払われた。１９７１年、オープン大

学が順鯛な進水をした後、ときのオーストラリアの教育大臣キム・ビアズレーは１９７３

年のオープン大学の委員会に、オーストラリアにおけるその可能性の調査を任命委庇し

た。１９７３年の委員会は大学を超えた「オープン教育」の可能性を明らかにした。その

委員会は１９７４年に出された報告書に「オーストラリアにおけるオープン高等教育

（Ｏｐｅｎ′l､ｃｒｔｉａｒｙＩ§ｄｕｃａＬｉｏＩ１ｉｎＡｕｓＬｒａＩｉａ）」という題目をつけ、高等教育

(出典：Higgins,Ａ､，“ｍｅ脚6ij唾h血℃尺甲“：

１m〃c詞画o"sjbrQﾉﾌ゙巴１１画Ucz2fjojz･'，Ｑｐｅｎ

碗uc”oj1Vb1.1.jVb､2,1994,ｐ､9）

●
●
●
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におけるオープン学習の国家的機関を設立することを提案した。それは高等教育にアク

セスする機会を拡大するために、学内と学外のコースの供給者と共同していくことであっ

た。１９７５年に出された最終報告では、各学習機関間の履修単位の振り替え、オープン

学 習コースの広報活動、ベンチャー事業としてのテレビオープン学習（特にＡＢＣ：

Ａｕ翁ｔｒａｌｉａｎＩ３ｒｏａ<ｉｃａｓｔｉＩ,恩Ｃ()ｒ１)ｏｒ独ｔｉ<),,）の役割が検肘された。最終的にその

提案は実行されなかったが、オープン高等教育に関する委員会の申し出のいくつかは先

に触れた１９９２年のＯＬＡの設立として結実したのである９）。

１９９０年に雇用教育訓練国家委員会によって報告書「オープン学習（Ｏｐｅｎ

Ｌｅａｒｎｉｎｇ）」が出されて以来、連邦政府はオープン学習を通して教育と訓練の範囲

を強化しアクセスすることを狙った一定の国家主導と政策目標を強く約束してきた。

１９９４年と１９９５年に同委員会が出した報告書「オーストラリアにおけるオープン学

習の発展に関する調査研究パート１及びパート２（ＩID(ｌｕｉｒｙｉｎｔｏｔｈＣ

ｌ〕ｃｖｃｌｏｐｍｃＩｌｔ（〕「ＯｐｃＩ１Ｌ(9ａｒｌＤｉｎ鰹ｉｎＡｕｓｔｒａｌｉａＰａｒｔｌ，１９９４／Ｐａｒｔ２，

１９９５）」では、すべてのオーストラリア人がオープン学習から享受する利益を利用で

きるようにすることを保証することを、連邦が約束。この中で連邦はその代表的な機関と

してＯＬＴＣ（ＯｐｅｎＬｅａｒＩｌｉｒｌｇ′I､(ｐｃｈｎｏｌｏｇｙＣ《》ｒｐ()rati()、）’０）、ＯＬＡ（ＯＰｅｎ

ｌ,ＣａｒＩ１１ｎｇＡｇＣＩ１ｃｙＯ『ＡＵＳｔｒａｌｌ;１）’１》、ＯＬＥＳＳ（'1,ｈＣＯＩ)ｃＩ１ＬＣａｒＯ１ｉｎｇ

ＥｌｅｃｔｒｏｎｉｃＳ１ＩｐｐｏｒｔＳｃｒｖｉｃｃ）’2》の３つを挙げている。

その他の高等教育機関においても独自にオープン学習コースを学外に供給しており、ＯＬＡ，

OLTC、ＯＬＥＳＳはオーストラリアのオープン学習の活動の一部分を占めるにすぎないが、雇用教

育訓練国家委員会は、これらの３つの機関を、高等教育（111鷹ｈＣｒｌＥ《1Ｕｃａｔｉｏｎ）部門のみな

らず、職業教育や訓練及び学校教育部門において、オープン学習の将来的発展に重要な役割を

担うものとみなしている。

特にＯLTCは、１９９６年より、政府の委既でインターネットを利用した世界初の連邦国家規模

の総合的な教育ネットワークサービスである（EducationNetwork

AustraIia:http/／ｗｗｗ.edna・gov・ａｕ）の運営を開始している点で注目されている。

高等教育におけるオープン学習は、７０年代以降の生涯学習への流れの下、遠隔教育のコース

を供給していた各教育機関が独自に行なってきたが、１９９０年代に入り、連邦政府主導でその経

済的合理化のためのゆるやかな樋閲の統合と配信テクノロジー開発支援の条件整備が進められ

ていると言えよう。

３．学校教育とオープン学習～ＱＬＤを事例として～

次に、Ｐ－１２へのオープン学習の導入についての現状を把握することについて、ＱＬ

Ｄを取り上げて考察を進める。
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各州のなかからＱＬＤを選んだ理由は、第一にオーストラリアで最も古く、１９０１年

からの構外教育（ＥｘＬｃｒｎａｌＳＬｕｄｉ(?ｓ）の伝統を持ち、かつ遠隔教育（通信制含む）

関連の学校の在籍生徒数が連邦最大であること’３）。第二に、高等教育段階において州

独自のオープン学習組織を有し（ＱｕｃｃＩｌｓＭＩ１(ｌＯＰｃＩ１Ｉ．ｃａｒＩ１１Ｉ１鷹ＮＣ（ｗｏｒｋ）、Ｐ－

１２段階においても教育省がオープン学習の革新的な条件整備に取り組んでいることで

ある。

なお、州段階に焦点を当てたのは、オーストラリアの場合、Ｐ－１２は州・直轄区が管

轄しているからである。

（１）構外教育の経緯

まず、オープン学習と関連性の強い構外教育の経緯について簡単に触れたい。

笹森（１９９２）は、ＱＬＤについて、「遠隔地教育に関する施策は他の州をリードし

てきた」とし、その遠隔地教育、つまり桐外教育の実態を考察の対象として詳細に取り

上げているため'４）、ここでは概略に留めたい。

ＱＬＤの構外教育の歴史はオーストラリアで最も古く、１９０１年の巡回教師

（ｌｔｉｎＣｒａｎｔＴＣａｃｈｃｒ）制度にまで遡る。その後１９２２年には通信教育

（ＣｏｒｒｃｓｐｏｎｄｃｎｃｃＥｄｕｃａｔｌ()!'）、１９６０年には放送学校（Ｓｃｈｏｏｌｓ（)「ｔｈｃ

Ａｉｒ）が開設された。これらはオーストラリア第２の面積をもつ州の末端にまで教育の

機会の保障を行なうために、ブリスベンの教育省が集権的な教育政策を展開した結果で

あった。

しかし、１９７３年に連邦学校委員会が出したカーメル報告以降、「公正（l§ｑｕｌｔｙ）」

の理念の下、地域社会や学校への緩やかな権限委誤と多様化に伴う遠隔地への補償教育

への動きを反映し、教育条件整備にも変化の兆しが見えはじめる。

まず、１９７９年のアハーン特別調査委員会の中間報告はＱＬＤにおける遠隔地の教育

サービスの配信に関して、ブリスベンにある設備やサービスからの距離の遠さに関係な

く、遠隔地に住む多くの子どもによって経験されている教育的不利益とすべての人に平

等な教育機会を提供することを強調した’５）。

この段階では、公正の理念の具体化として、教育機会の均等と公平の実現は、まだそ

の対象を遠隔地に住み教育条件にハンディを負っている人々に限定して論じられている。

しかし、その後徐々に、構外教育はその対象を拡大する方向に進んでいく。

遠隔教育という用甑は１９８０年代より世界中で普及し、この頃よりオーストラリアで

も構外教育を示す新しい言葉として使われはじめた。１９８６年に出された遠隔教育に関

する行政諮問委員会（ＭｉｎｉｓｔｒｉａｌＡ《ｌｖｉｓｏｒｙＣｏｍｍｉｔｃｃｏＩＤＤｉｓｔａｎｃｃ

Ｅｄｕｃａｔｉｏｎ）の報告書によって、地域の放送学校はより近代的なコミュニケーション

センターとして生まれ変わり、６つの「遠隔教育学校（Ｓｃｈ()<)ｌｏｆＩ〕ｉｓｔａｒｌｃＣ
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肘(ｌＵｃａｔｉＯｍ）」として再編成された。そして１９８９年には、ブリスベンにあった３つ

の通信制学校が統合されて７番目の遠隔教育学校となり、遠隔教育のカリキュラムと教

材開発の支援部局を同所に配置したのである’６）。

遠隔教育学校の主な仕事は地域の実情に応 じた教授・学習法の修正、能率的で効果の

ある教育サービスの供給のためのテクノロジーの適合、保護者や家庭内教師への援助、

家庭訪問である’７）。ちなみに、１９９６年現在で、チヤールビル、ロングリーチ、マウ

ントアイサ、チャーターズタワーズ、ケアンズ、キャプリコーニア（ロックハンプトン

とエメ ラル ドに 分校）、ブリスベンの７つの遠隔教育学校があり、ブリスベンとマウン

トアイサには成人教育のコースが設けられている’８》・

笹森（１９９２）は遠隔教育学校に関して、注目すべきこととして、「在籍できる者の

中に成人で再教育を希望する者も含まれていることであり、子供だけではなく成人もそ

の対象とされ、成人教育の一端も担っていることは看過してはならない」と指摘してい

る’９）。

遠隔教育の手法の利用者の大多数は隔絶された生徒であるが、より大きなグループを

対象とするようになったのである。つまり、隔絶、健康上の問題、生活様式などの理由

で学校に出席できない生徒の他に、現時点で自分の所属する学習機関では要求が満たさ

れない生徒（成人をも含む）、その他重要な要求をもつ者をも含めるようになったので

ある２ｏ）。

このことは、雛にでも学習者の柔軟な学習機会へのアクセスを保障しようという、生

涯学習の文脈に学校教育も含み込まれてきたことを意味する。また、当時の労働党政権

下で、教育上の不利益を被っている人々への教育機会の保障と共通した方向性をもつも

のである。

ブリスベン遠隔教育学校では、成人教育以外に、一般のセカンダリー（Ｙｃａｒ８－Ｉ２）

スクールの生徒に、自分の学校のカリキュラムで充足できない科目を校長の許可を得て、

自分の在籍する学校にいながら（Ｓｃｌ１ｏ()１１３級Ｓｃ。.）学習できるコース（教師の出張も

ある）を提供している。メディアとしては電話、コミュニケーション用の高周波（短波）

ラジオ（ＩＩｉｇｈＦｒｃｑｕｃｒ１ｃｙＲａ(ｌｌｏ）と印刷教材が主だが、オーディオグラフィッ

クスやファクシミリなどが利用されはじめている。これは、オープン学習に遠隔教育の

手法が統合されて、学習者により多様な選択機会が提供されるようになってきているこ

とを意味している。

以上、１９７０年代以降、伝統的な構外教育の分権化が進み、地域の学習情報基盤が整

備されたこと。そして分権化とリンクする多様化への対応策として、学習者個人の要求

を具体化するために遠隔教育の条件基盤が、近年、対象を拡大して利用され始めたこと。

そして通信テクノロジーの急速な発達による時間と距離及び接面感覚の克服が次節で触
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れるオープン学習に繋がったといえよう。

（２）オープン学習導入の背景

次にＱＬＤのＰ－１２において、オープン学習の理念が具体化され、遠隔教育をもそ

の傘の下に包含してきた背景を明らかにしたい。

第一に、１９７０年代以降、連邦段階で展開してきた教育行政の分権化

(1)ｃｃｃＦ'Ｌｒ組ｌＩｚａｔｌ〔)１１）と学校段階への権限委醸（’)ｃｖ《,ｌ１ＩＬｉ《)I，）の流れの中、

１９９１年、ＱＬＤでも大規模な組織再編成が断行されたことが挙げられる。理由は教育

官僚組織が強くなりすぎ、教育の本質が見失われてきているのではという反省が出され

たためである。具体的には教育省の権限縮小と 地域の学校への権限委譲が進展し、州内

の１１学区に４５カ所の「学校支援センター（ＳｃｈｏｏＩＳＵＩ)ｐｏｒｔＣｃｎｔｒ《，）」を設け、

管轄内の学校で使用できる教材や補助教員派遣、研修などを扱うようになった。加えて、

州全域を包括する３つの支援センターとして、アボリジニー及びトレス諸島民教育支援

センター（Ａｂｏｒｉｇｉｎａｌａｎ(ｊＴｏｒｒｃｓＳｌ『組ｉＬＩｓｌａｎ(ｌｃｒＩｆｄｕｃａｔｉｏＩｌＳｕｐｐｏｒｔ

ＣｃｌＩｔｒｃ）、障害者支援センター（I,ｏｗｌＩ１ｃｉ(ｌｃｎｃｃＳｕｐｐｏｒｔＣｃｎＬｒ（９）、そして

オープン学習･を支援するためのオープンアクセス支援センター（０１)ｃｎＡＣｓＣｓｓ

ＳｕｐｐｏｒｔＣｃｎｔｒＧ：以下ＯＡＳＣと略）が設置されたのである。

その青写真は、１９９０年に教育省が出した報告書『学校に焦点を：生徒への教育サー

ビスの将来組織（ＦｏｃｕｓｏｎＳｃｈｏｏｌｓ：ＴｈｃＦｕｔｕｒｅＯｒｇａｎｉｚａｌ,ｉｏｌｌｏｆ

ＥｄＵｃａｔｉｏＩ１ａｌＳｃｒｖｉｃｃｓ『ｏｒＳｔｌ】ｄＣＩｌｔｓ）』であった。『学校に焦点を』は教育

組織に新しいパラダイムをもたらした。つまり、学校が地域への教育分配の中心である

という新しい考え方である。将来的に、教師とともに地域社会が遠隔地教育サービスの

分配に責任を負い、地域の教育要求や優先事項を明確に表現するのみならず、より大き

な教育的公平と社会的正稜を後押しすることが期待さているのである２１）。

学校に基礎を置く意思決定を促進する組織的な構造が発展し、このことが、生徒への

より良質で適切な教育を提供する機会を学校に与えたのである。すなわち学校が地域社

会の関心や生徒の要求や関心、職員の専門性や経験、物理的資源の活用に応えるための

カリキュラムプログラムを肘画することが期待されているのである。そして、そのカリ

キュラムプログラムの計画実行への支援の条件基盤がＯＡＳＣをはじめとする各センター

であるといえよう。州全域に及ぶガイドラインの範囲内で各学校がセルフマネイジメン

トの方向へ向かえるように、導き支援することが行政の役目と麗臓されるようになった

のである。

この報告書が出された時点では、オープン学習は「オープンアクセス教育（ｏｐｃＴｌ

ＡｃｃＣｓｓＥｄＵｃａｔｉｏｎ）」と表現され、オープンアクセス教育は、すべての生徒に、

最も彼等の要求にあうところのカリキュラム選択とプログラムにアクセスすることを可
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能にす る戦略と実践であると定義された。そして上記のオープン学習のための新しいセ

ンターが作られることが提案された。その導入は教育省の遠隔教育への継続的な責任関

与と「教育：あなたの意見を持とう（12(ｉ１ｌｃａ1.1()I,；ｌｌａｖｃＹ<)ｕｒＳａｙ）」諮問過程

の関心に答えるものであった。諮問過程では、特別な要求をもった生徒、アボリジニー、

トーレス賭島民、 移 民 、 社 会 経 済 的 に 不 利な者、そして地理的に隔絶されている者を含

むす べて の生 徒に、教育的機会の最大化と支援サービスにアクセスできるようにするこ

とが 執勘 に強 調された。そして注目すべきことは、「セカンダリーの生徒にとって、特

に辺地（ｒｕｒａｌ）においては、より広い科目選択とテクノロジー資源

（ＴｃｃｈｎｏｌｏｇｉｃａｌＲｃｓｏｕｒｃ(9ｓ）へのアクセスを与えられなければならない」とさ

れたことである２２）。

ある程度は距離を考慮しながらも、対象を遠隔地に限定せずすべての学習者の置かれ

た状況に応じていくことが問題にあがってきたのである。遠隔教育のインフラストラク

チャーをオープン学習に統合活用しようという意図が、ここにも見られる。

（３）ＯＡＳＣの構造

前節で述べた学校に基礎を置く教育改革を経て、１９９１年に州全域の遠隔地教育をも

含むＰ－１２のオープン学習を支援する目的でＯＡＳＣが設置され、現在活発なプロモー

ション活動を展開している２３）。

ここでは、ＯＡＳＣがどのような構造と役割をもつのかについて明らかにしたい。こ

れは、先に触れた遠隔教育学校のブリスペンセンター内に置かれていた支援部局（僻地

の子どもの特別教育部門含む）、及び教育省の出版部局、材料開発部局、フィルム・ビ

デオライブラリーとそれに関連したガイダンスとカウンセリング部局、移民教育部局、

学習テクノロジー部局が統合してできた支援センターで、遠隔教育学校のブリスベーン

センター（ウエストエンド）とは独立したハイテクビル（ウーロンガバ）に位置する。

ここでも注目すべきことは、ＯＡＳＣは遠隔地教育ブリスペンセンターと同所に置か

れていた遠隔教育のカリキュラムと教材開発の支援部局が独立し、教育省の他の部局と

合体して設立された事実である。

換言すれば、州内各地域の遠隔教育学校はＯＡＳＣが作成したオープン学習カリキュラ

ム教材を利用することになったのである。これはオープン学習の概念が遠隔教育に起源

がある一方で、将来的な供給対象を、孤立した学習者のみではなくすべての学習者の要

求に焦点をあてていく方向にあることを示している。

ＯＡＳＣの役割は主にＰ－１２のオープン学習の促進と支援であり、学習者の状況に最

も適合するペース、時間、場所と形態で教育にアクセスすることをすべての学習者に可

能にすることである。また学習の機会を拡大する学校、とりわけ遠隔教育学校や各学区

内の学校支援センターへのカリキュラム開発や教師の研修プログラム開発の支援をも行
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なっている。教師や地域の学校支援センター職員からの依頼に応じて学習プログラムの

デザイ､ン・開発・生産を行ない、生産された教材（印刷物・ビデオ・カセット・ＣＤ－

ＲＯＭその他のソフトウエア）はカタログ販売で一般の利用も可能である。

また、対面式の教授法よりもむしろテクノロジーに基礎をおくオープン学習の方略の

可能性と実行を探究する役割を持ち、教育省がサーバー管理するＩＡＮ（11,『()ｒｍａｌｉｏｎ

ＡｃｃｃｓｓＮｃＬｗｏｒｋ）というダイアルアップ式データベース通信サービスや政府の人

工衛星ネットワークを利用したテレビ通信謂座やテレビ会議のデザインも運営している。

利用対象者はＰ－１２の生徒に限らず、教諭、司書教諭司書、管理職、遠隔地教育

学校、学校支援センター、教育省職員をも含むすべての“学習者'，を対象としているの

である。主な部局として、オープン学習開発部局（調査と開発）、オープン学習プログ

ラム部局（オープン学習、遠隔教育、職業開発について模範的オープン学習プログラム

の開発）、オープン学習情報部局（情報サービス網の開発）、オープン学習教材開発部

局（良質な支援教材～オーディオ、ビデオ、ソフトウェアの開発）がある。また生徒・

親・教師・教育労働団体の代表者で構成される諮問会織を有している。

ＯＡＳＣは遠隔教育の範囲を広げ、遠隔教育支援部局を教育省の他の施設やサービス

と結合させ、より広い概念としてのオープン学習時代の到来を正式に罷めるものである。

そして伝統的な遠隔教育は一般の教育の供給にとってより広い窟穣をもつようになり、

オープン学習の文脈において、遠隔地の家庭や何らかの理由で学校に登校できない子ど

もへのサービスは最も重要であることには変わりないが、それに限定するのみでなくなっ

たことが明らかである。教育機会の均等が一定の成果を収め、生涯学習時代に対応し、

学習機会の拡大の方向にも動きはじめているのである。

４．オープン学習の課題

次にＰ－１２でオープン学習を展開していくにあたって、教育条件整備上何が課題と

なっているのかを明らかにしてみたい。

ＯＡＳＣのコーディネーターであるポストル（１９９２）はＱＬＤにおけるオープン学習

を分析する枠組みとして以下の３つの主要概念を挙げ、課題と解決策を提案している２４）。

（１）「アクセスのしやすさ（Ａｃｃｃｓｉｂｉｌｉｔｙ）」
●

生徒に自分にあった時間、場所、学習のパッケージを選ぶことへの要求へのより大きな

罷職とすべての学習者がオープン学習材の潜在的な利用者であることへの潔職が必要で

ある。

（２）「コミュニケーション（ＣｏｍｍｕＩＩｉｃａＬｉ《〕、）」

教師と生徒の間の物理的隔たりに橋渡しをすることであり、必要な改善としては、伝

統的な放送と紙よりもより広い分配の方法への潔職とオープン学習の状況へ教師を準備
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させることへの要 求のより大きな隠職を挙げている。

（３）４『相談（Ｃｏｎ５１】１１.ａｔｉｏｎ）」

生徒の要求に答え、クライアントが何を欲しているかということとプログラムのなか

に何を必要とする のだろうかということとの 違いと意味合いの理解することの必要を述

べている。

このほかには、費用（ｃｏｓｔ）の問題がある。オープン学習自体、その性質上、設備

や移動費の節約及びテ ク ノ ロ ジ ー ベ ー ス の 学習材の共有化という意味において費用効果

を見込んでのものである。

しかし、ＯＡＳＣで生産される教材は人的、物的、金銭的費用のかかる社会的資源であ

る。州は学習材の開発費用が高くなることを 受け入れた上で、それを乗り越え、遠隔地

の生徒やカリキュラム選択が厳しく制限されている状況の生徒に分配される教育は、で

きる限りその他の場所に分配される教育と等しくなければならないことを確翻する責任

があるとしている２５》。

そして解決策としてクイーンズランドカリキュラム開発公社の設立を提案し、地域の

主導、仲介、または他からの材料の適合などの方法でカリキュラム教材の生産を行ない、

ＯＡＳＣの負担軽減と将来的な費用効果を期待しているのである２６）。

オープン学習に関しては、この領域自体における新奇性と潔職不足、適切な教授材料

や教師の専門知識の欠如、それに加えて費用の問題が追求する道を困難にしているとい

えよう。

現段階では、生徒が所属する学校にない選択科目の学習パッケージ（マルチメディア

教材含む）を各支援センターから派遣された補助教師の下、学校内で自律的学習するこ

とが通信テクノロジー利用による学習より多く、生徒が直接ＯＡＳＣにアクセスすること

が多くないのが現状である。ＯＡＳＣは現段階では、教師の授業支援のための学習情報セ

ンターの感を否定できない。今後は先の課題を踏まえた上で、学校内でのカリキュラム

の柔軟性と学習配信方法へのより学習者中心のアレンジが必要といえよう。

おわ りに

１９９０年代以降のオーストラリアにおいてオープン学習が顕在化してきた理由は大別

して、以下の２つに集約されよう。

第一に、通信テクノロジーの急速な発達による学習の柔軟な分配方法が、遠地教育の

情報基盤と融和したこと。つまり、生涯学習時代を背景に高等教育段階を中心に展開し

ていた学習パッケージの分配手法を、Ｐ－１２段階での遠隔教育が取り込み、学習への

アクセスに困難を感じているすべての学習者へと、その対象を拡大する方向へと動き出

したことである。
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第二に、学校への権限委醗と地域の学校参加を志向する教育改革の進行である。そし

て、この改革を支えた基本３浬念としての「公正（Ｅｑｕｉｔｙ）」「アクセス（Ａｃｃｅｓｓ）」

「参加（ＰａｒｔｌｃｌＰａｔＩｏｎ）」の方略の果実がオープン学習であった。公正とは教育機

会の均等と拡大及び補償、アクセスは学習者主体の自律的学習の確保、参加とは学校の

意志決定に保瞳者や地域社会が加わり始めたことである。このような動向のなか、特に

セカンダリースクールにおいては、多様な選択科目への地域のニーズが広がってきた。

しかし学校は必ずしも学習者や保護者の科目の提供の強化への要求に応えることができ

ないことがクローズアップされ、オープン学習の柔軟性が解決の戦略の１つとして注目

されだしたのである。

まだ理念と実態との葛藤が多いが、オーストラリアの学校教育へのオープン学習のシ

ステム化は、公正の理念の下、多様化に対応した選択機会を拡大するための方略とみな

され、果敢な取り組みがなされている。
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７）公開大学と訳されることもある。日本の放送大学のコンセプトとなった。

８）ＯｎｃａｒＳ・ＤｅｗａＩ，“ＣｐｅｎＬｅａｒｎｊｎｇｊｎノｎｏｊａｎＳｃｈｏｏノＥｏｕｃａｔｊｏｎ，'，

ＯｐｅｎＥｄｕｃａｔｉｏｎＶｏ１．２，１９９５，Ｐ、１５．

９）ＳｅｎａｔｅＥｍｐｌｏｙｍｅｎｔ，ＥｄｕｃａｔｉｏｎａｎｄＴｒａｉｎｉｎｇＲｅｆｅｒｅｎｃｅｓ

Ｃｏｍｍｉｔｔｅｅ，ノｎｑｕｉｒｙｊｎｔｏｔｈｅＤｅｖｅノｏｐｍｅｎｔｏｆＯｐｅｎＬｅａｒｎｊｎｇｉｎ

Ａｕｓｔｒａ〃ａＰａｒｔ７，１９９４，ｐｐ、１１－１２．

１０）ＯＬＴＣはすべての部門におけるオープン学習の拡大を支援するため連邦レベルでの共同的な情報

とサービスを供給するために、教育・雇用・訓練・青少年問題に関する行政審識会によって1993年
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１月に正式に設侭された。本部はアデレードのサイエンスパ､-．ク”州・特別区・連邦の教育願用大臣

によって所有される有限貰任会社で、設立時の出費分柵は連邦が50％で、洩りは州・直轄区が人口比

率に応じて出しあった。ＯＬ'１，Ｃはオープン学習コース、研修（職能開発）、澗盃、教育的電子通侭

の開発に関する情報と専門的助言への国家的入り口になるように期待されている。

１１）ＯＬＡは1993年、政府援助により、モナシュ大学を中心として設立された商等教育槻関のコンソー

シアム。年齢・場所・教汀的資格を|ﾊIわず大学、大学院、ＴＡＦＥカレッジ段階での学習単元をそれぞ

れ提供している。１９９６ｲド現在で８大学と２１のＴＡＦＥがコースを供給している。通侭媒体としてはＡ

ＢＣの援助でｌイI員を４学期に分けて、１Ｉにテレビプログラムやラジオプログラム放送を実施する。

１２）ＯＬＥＳＳは1994年に政府の怖報スーパーハイウェー柵想の第１段階として、ＯＬＡの生徒や他の

クライアントのためにシドニーの大学センターに設慨された。これはＯＬＡとＯＬＴＣとの合弁で電

子メール、電子掲示板、及び全国の図書センターへの電子上のアクセスの提供を手始めに行っている。

すべての教育・訓練部門におけるプロバイダーと生徒により潜在的に利用可能な教育サービスの電子

的分配のためプラットホームを作るために地域の施殺股伽を結び付け、活用している。

１３）CommonweaIthSchoolsCommission，Ｓｃhoo〃ngjnRuraノAustra〃a，１９８７，

ｐｐ､２９－３０．

１４）笹森健，「オーストラリアにおける遠隔地地育」，『オーストラリア研究.第３号』，

１９９２年,ＰＰ､３０‐３２．

１５）Harley，Ｍ､F､，“7racingtheHjstoryofDjstanceEQucatjonjnQueensﾉand

７９０７－７９９７'’’１９９１，ｐ､４．

１６）ノbjo.，ｐｐ､５‐６．

１７）DepartmentOfEducation，QUeensIand，QueensﾉandStateEdUcatjon，１９９６，

Ｐ､１８．

１８）２）に同じ、ｐ､６１．

１９）１４）に同じ、ｐ､３２．

２０）２）に同じ、ｐ､６３．

２１）１５）に同じ、ｐ､６．

２２）DepartmentofEducation,QueensIand,FocusonSchooﾉs：７ｈｅｆｕｔｕｒｅ

ｏｒｇａｎｊｚａｔｉｏｎｏｆｅｏｕｃａｔｊｏ、aノｓｅｒＷｃｅｓｆｏｒｓｔｕｏｅｎｔｓ，１９９０，ｐ､１７４．

２３)以下OASCに関する情報の出典は、DepartmentofEducation，Queensland，

ノntrooucingCpenAccessSupportCentre,１９９６，ｐｐ､２－２３．である。

２４）ＧＩｅｎＰｏｓｔＩｅ，“Eoucationbeyondthemainstream”，QpenLearningvoﾉ７，

１９９２，ｐ､２．

２５）２）に同じ、ｐ､６１

２６）６）に同じ、ｐ､６

－２４。



オセアニア地域における観光教育機関

一インターネットの資料から一

桜美林大学大学院

朝水宗彦

はじめに

オセアニアの多くの国々にとって、観光はまさに基幹産業である。特に、資源が乏

しく、製造業が発展していない島嘆部の国々は観光によって国家財政が支えられてい

るといっても過言ではない。資源大国であるオーストラリアでさえ、1985年頃から観

光収入は鉄鉱石の輸出に肩を並べ、1990年代に入るとこの国最大の外貨収入源になっ

た。1992/93会計年度では、オーストラリアへ訪れた観光客は300万人であり、この国

の経常収支の10％を占め、８４億ドルの外貨収入を得た')。オセアニア地域の国々では、

観光産業の発達に伴い、その産業を支える人材の教育が必要になってきた。

オセアニア地域における観光やレジャー教育のコースを研究したものに、大阪体育

大学が1990年にまとめた『新しい学問領域としての余暇・観光学科の可能性』がある。

しかし､1990年以降本格的に導入された統一システム政策(theunifiednationsystem

ofuniversities）に伴うオーストラリアの高等教育機関の統廃合により、新たな資料

が必要になってきた2)｡つまり､教育系の高等教育機関(CollegeofAdvancedEducation

＝ＣＡＥ）や理工系の高等教育機関（InstituteofTechnology）を総合大学

（University）へ急速に統合したことにより、以前の教育機関の名称が変わってしま

ったのである。この例として、キャンベラ大学やシドニーエ科大学、グリフイス大学、

クイーンズランドエ科大学、エディスコーワン大学、カーティンエ科大学、バララッ

ト大学などが挙げられる。

キャンベラ大学は1990年にキャンベラＣＡＥから大学へ再編成され、シドニーエ科

大学は1990年にクーラン・ガイＣＡＥ（Kuring-gaiCAE）とシドニーＣＡＥが母

体となって設立された3)。グリフイス大学もまた、1990年に隣接するプリスベンＣＡ

Ｅを統合することによって学部を増設した。

さらに､オーストラリアにおける国公立の専門学校ＴＡＦＥ(TechnicalandFurther

Education）の増設もまた、新たな資料作成の必要性を生じさせた。ＴＡＦＥの組織的

な位置づけは州によって多少異なっている。西オーストラリア州では、各地に分散す

るＴＡＦＥをあたかも日本のタコ足型大学のキャンパスのように位置づけている。逆

にビクトリア州では各ＴＡＦＥの独立性が高い。中には、ＲＭＩＴ（RoyalMelbourne
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InstituteofTechnology）のように大学課程とＴＡＦＥ課程の両方を設置している高

等教育機関も存在する。

オーストラリアにおける大学やＴＡＦＥの増設は、この国における高等教育機関へ

の進学者の増加を反映したものである。ＴＡＦＥの在籍者は1986年に88万7000人だ

ったものが1991年には98万6000人に増加した。大学の在籍者は1986年に40万人だ

ったものが1991年には54万人に増加した4)。

オーストラリアと同様に、ニュージーランドでも高等教育機関への進学熱が高まっ

ている。ニュージーランド統計局の資料によると、この国の大学在籍者は1990年に７

万8559人であったものが1992年には９万3182人に増加した。さらに、ポリテクニツ

ク（Polytechnic）の在籍者は1990年に５万6227人であったものが１９９２年には９万

8646人に急増した5)。

オーストラリアやニュージーランドの大学、ＴＡＦＥ、ポリテクニックに見られる

ように、オセアニア地域の高等教育機関は公立校が中心的な役割を演じてきた。しか

し、オーストラリアのボンド大学や、アメリカ合衆国のコーネル大学との提携校であ

るオーストラリアン・インターナショナル・ホテルスクール、ニュージーランドのイ

ンターナショナル・パシフイック・カレッジなど、私立の高等教育機関が徐々に設立

されつつある。さらに、サウス・パシフイック大学（TheUniversityoftheSouth

Pacific）の拡充など、オセアニア地域の教育事情は大きな変化を続けている。

本稿は、オセアニア地域における観光教育機関を研究する上で有意義であると思わ

れる基礎的資料の紹介を目的としている。高等教育機関に関するインターネットのホ

ームページとＥメールのアドレスを表示した。なお、掲載した資料は、そのほとんど

が1996年９月に集めたものである。

１．観光教育機関の概観

オーストラリアの大学で、インターネットのホームページを持っているものは1996

年９月１５日の時点で合計３８校ある。教育情報誌を発行しているマガプック社

（Magabook）の資料によると、1995年にオーストラリアでホスピタリテイまたはツー

リズムのコースを持っている大学は２０大学２１キャンパスあるとされる6)。このうち、

インターネットのホームページに観光学のコースを掲示していたのは後に紹介する１９

校であった。1990年には８大学しか観光やレクリエーションコースを持っていなかっ

たことを考えると、わずか６年でこのように増加したことは驚くべきことである7)。

観光学コースがある19大学のすべては大学案内に関するＥメールのアドレスを持って

いたので、さらに詳しい情報を大学から直接知らせてもらうことが可能である。
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なお、ウロンゴン大学の観光学コースは1996年度は休講中のため、ホームページに

は記載されていなかった。ラトロープ大学の観光学コースはマガブック社の大学案内

には掲載されていたが、ホームページには見られなかった。したがって、これらの大

学は上記のホームページの合計数から除いている。

オーストラリアにおける観光学コースはいわゆるドーキンス大学群（Dawkins，

Universities）と呼ばれる新設大学に多い。地域的には大学の絶対数が多いニュー・

サウス・ウエールズ州が６校で最も多く、クイーンズランド州５校、ビクトリア州４

校、ＡＣＴ１校、北部準州１校、南オーストラリア州１校、西オーストラリア州１校

と続いている。クイーンズランド州は観光産業に大きく依存していることもあり、観

光コースを持っている大学の比率が極めて高い。なお、1996年におけるこの州の大学

でホームページを確認できたものは７校であった。

マガプック社の資料を見ると、1995年におけるＴＡＦＥはオーストラリア全土で６３

校掲載されている8)。ＴＡＦＥにおける観光学コースの合計数は不明であるが、イン

ターネットのホームページに掲載されているのは少なくとも２４校あった9)。ただし、

Ｅメールのアドレスを掲示しているものは少なく、後で紹介する９校しか確認できな

かった。

ホームページを持っているＴＡＦＥを地域別に分けると、ビクトリア州１０校、クイ

ーンズランド州５校、西オーストラリア州５校、ニュー・サウス・ウエールズ州１校、

南オーストラリア州１校、タスマニア州１校、ＡＣＴ１校であった。観光学コースを

持っているＴＡＦＥは、一見ビクトリア州が多いように見える。しかし、これはクイ

ーンズランド州や西オーストラリア州などと違って各カレッジが個別にホームページ

を持っているため、学校のコースやカリキュラムを紹介するためのより詳しい情報が

掲載されたからと思われる。

1996年現在、ニュージーランドの大学は全国で合計７校あり、そのすべてがホーム

ページを持っていた。ホームページに観光学コースを掲載しているのはリンカーン大

学だけであったが、カンタベリー大学やビクトリア大学、オタゴ大学にも観光コース

があるとされる'０)。上記のように、オーストラリア、ニュージーランド共に観光学コ

ースを持っている大学は全大学数の過半数を超えている。このことから、両国がいか

に観光教育に力を入れているのか伺えよう。

ＩＣＳの資料によると、1993年現在ニュージーランドには国立の高等教育機関であ

るポリテクニックが２４校あるとされる'１)。ニュージーランドの場合、ホテル・マネ

ージメントなどの実践的な教育はポリテクニックで行われる。オーストラリアではア

カデミックなことは大学、実務的なことはＴＡＦＥと言うように分けられているが、
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ニュージーランドでは大学とポリテクニックの関係がこれに相当する。ニュージーラ

ンドのポリテクニックで1996年にホームページを持っていたものは１２校である。そ

のうち観光学コースを持っているものは少なくとも９校あり、さらに、観光学コース

について問い合わせられるＥメールを持っているものは８校あった'2)。

観光学コースがある大学とポリテクニックの分布を見ると、ウェリントン４校、ダ

ニーデン２校、クライストチャーチ１校、ネルソン１校、ニュープリマス１校、オー

クランド１校、ロトルア１校、ハミルトン１校、ワンガレー１校であった。人口の多

いオークランドやクライストチャーチではなく、首都のウェリントンに多く設置され

ていることがニュージーランドの観光学コースを持つ高等教育機関の分布の特徴であ

る。

オセアニアの島喚部を見ると、サウス・パシフイック大学に観光学コースが設置さ

れている。この大学は１２地域にまたがるタコ足型大学である。フイジーやトンガ、西

サモア、ソロモン諸島、ナウル、バヌアツ、キリバス、ツバル、マーシャル諸島の他

に、ニュージーランドの海外領士にもキャンパスを持っている。なお、サウス・パシ

フイック大学のホームページは作成中（underconstruction）であったため、観光学

コースのカリキュラムを詳しく調べるためには直接大学とコンタクトを取る必要があ

る。

２．高等教育機関のホームページ

インターネットを使う時、ヤフー（Yahoo）やアルタ・ビスタ（A1taVista）などの

ホームページ検索サービスが便利である。ただし、検索の絞り込みをうまく行わない

と、膨大な数のホームページのリストから希望する高等教育機関を探さなくてはなら

ない。そのため、マガブツク社のホームページやオーストラリアのミラネット

（Miranet）、ビクトリア州のヤラネット（Yarranet）などの地元のネットワークを使

うとより早く高等教育機関のホームページヘアクセスすることができる。さらに、こ

れらの使用によって、より少ない回数のネット・サーフィンで希望する地域や分野の

ホームページヘのアクセスが可能になる。

例えば、オーストラリアのマガブック社のホームページは初等教育から高等教育ま

で幅広く扱っており、さらに州別の教育機関の分類も行っているので、検索するとき

に便利である。ニュージーランドのＣＷＡ（CopelandWilson＆Associates）のホー

ムページもまた、初等教育から高等教育まで扱っており、さらに博物館などの文教施

設へもたやすくアクセスすることができる。次に、高等教育機関のホームページにア

クセスするのに便利なものを示す。
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オーストラリアの教育一般：

http://www.､agabook・com・au／

オーストラリアの大学：

http://werple､mira・net･au/%7Earagorn/uni-aust・ｈｔｍｌ

オーストラリアのＴＡＦＥ'3）：

http://www･niceeasy・com・ａｕ/tafe・ｈｔｍｌ

クイーンズランド州のＴＡＦＥ：

http://tafe.ｑ１．.edu.ａu／

ビクトリア州のＴＡＦＥ：

http://www・yarranet・ａｕ/tafe・ｈｔｍ

西オーストラリア州のＴＡＦＥ：

http://www・devetwa・edu・au／

ニュージーランドの教育一般：

http://www・cwa､ＣＯ・ｎｚ/edu/nzed・ｈｔｍｌ

ニュージーランドの大学：

http://vif2､icair・iac,org.､z//list・ｈｔｍｌ

ニュージーランドのポリテクニック：

http://collegenet・ＣＯ､/c､/geograph/､z・ｈｔｍｌ

サウス・パシフィック大学：

http://www・usp･ａｃ､ｆｊ／

３．Ｅメールによる資料の請求

次に、観光コースを持っている教育機関のＥメールのアドレスを挙げる。大学のホ

ームページの情報はかなり充実しているが、それ以外の高等教育機関のなかには整備

中のものが見られる。さらに、ホームページは印刷物よりも早く情報を伝えられると

はいえ、かなり前に作成したものが見られる。

そこで、調査を希望する教育機関がすでに決まっている場合、Ｅメールで直接コン

タクトを取ることが薦められる。先ほど示したニュージーランドのＣＷＡはＥメール

のアドレスも表示しているので、便利な情報源である。加えて、ホームページ検索サ

ービスであるインフォシーク（Infoseek）のＥメール検索（FindEmail）を使うと、

ホームページを持っていない教育機関に資料請求をする事が可能である。オセアニア

地域の高等教育機関について、より詳しい資料をより早く請求する場合、以下の所へ
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連絡すれば便利である。

オーストラリアの大学'4）：

BondUniversity(Q1d)：margaret-burnell@bond､edu・au

CentralQueerlslandUniversity(Q1d)：webmaster@cqu・edu・au

CharlesSturtUniversity(NSW)：pkelly@csu・edu・au

EdithCowanUniversity(WA)：webmaster@cowan・edu・au

GriffithUniversity(Q1d)：webmaster@gu,edu､au

JamesCookUniversity(Q1d)：webmaster@jcu・edu､au

MonashUniversity(Vic)：wwwdev@monash・edu・au

NorthernTerritoryUniversity(NT)：webmaster@ntu・edu・au

RoyalMelbournelnstituteofTechnology（RMIT）University(Vic)：

webInaster@www・ｓｓ・rmit・edu・au

SouthernC1ossUniversity(NSW)：webmaster@suc・edu､au

UniversityofBallarat(Vic)：Webmaster@ballarat・edu・au

UniversityofCanberra(ACT)：cwis@Services・canberra､edu.aｕ

（The）UniversityofNewcastle(NSW)：webmaster@newcastle・edu・ａｕ

（The）UniversityofNewSouthWales(NSW)：web@unsw・edu､ａｕ

（The）UniversityofQueensland(Q1d)：helpdesk@jedi・uqg､uq､edu､au

UniversityofSouthAustralia(SA)：webmaster@unisa・edu・ａｕ

（The）UniversityofTechnology，Sydney(NSW)：Webmaster@uts・edu・au・

UniversityofWesternSydney(NSW)：heart@uws・edu・au

VictoriaUniversityofTechnology(Vic)：webmaster@vut・edu・ａｕ

ＴＡＦＥ：

BoxHillInstituteofTAFE(Vic)：www@bhtafe・edU､au

CanberralnstituteofTechnology(ACT)：suemaslen@Cit,act・edu・au

CaseyInstituteofTAFE(Vic)：klynch@casey､vic､edu・aｕ

ＴＡＦＥＮｅｗＳｏｕｔｈWales(NSW)：tafeic@tafensw・edu・au

TAFEQueensland(Q1d)：100242.530@compuserve・com

TAFESouthAustralia(SA)：neils@tafe.sa､edu.aｕ

またはcourses@tafe・ｓａ・edu・au

TAFETasmania(Tas)：inter-ed@dirvet.tas,gov・au

WangarattaCollegeofTAFE(Vic)：wangtafe@､etc､net・aｕ
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WilliamAnglisslnstituteofTAFE(Vic)：webmaster@angliss､vic・edu・ａｕ

その他オーストラリアの高等教育機関：

AustralianlnternationalHotelSchool(ACT)：aihs@cornell・edu

NorthernMelbourneInstitute(Vic)：kleslie@werple・mira・net.aｕ

ニュージーランドの大学'5）：

LincolnUniversity(Wellington)：wwwadmin@1inco１，.ａｃ・nz

UniversityofCanterbury(Christchurch)：hod@econ､canterbury・ac・nz

UniversityofOtago(Dunedin)：webmaster@www､otago・ａｃ.、z

VictoriaUniversityofWellingto､(Wellington)：webmaster@vuw・ａｃ.､ｚ

ニュージーランドのポリテクニック：

CentrallnstituteofTechnology(Wellington)：Courseinfo@cit･ａｃ・nz

NelsonPolytechnic(Nelson)：mmoayyed@admin・nelpoly・ａｃ､nz

OtagoPolytechnic(Dunedin)：terrym@tekoago・ａｃ・nz

TaranakiPolytechnic(NewP1ymouth)：Ｂ,Benton@taranaki.ac・nz

UNITECInstituteofTechnology(Auckland)：vsmith@unitec､ａｃ､nz

WellingtonPolytechnic(Wellington)：ＣｉＣ@wnp､ac､nz

WaiarikiPolytechnic(Rotorua)：Roger・Hill@waiariki.ac､､ｚ

（The）WaikatoPolytechnic(Hamilton)：webmaster@twp・ac.、ｚ

その他ニュージーランドの高等教育機関：

InternationalPacificCollege(PalmerstonNorth)：postInaster@ipc､ac.､ｚ

オセアニア島嘆の高等教育機関'6）：

UniversityoftheSouthPacific(Fiji)：webmaster@is・comLfj

おわりに

以上、オセアニア地域における高等教育機関の観光コースを研究する上で有意義で

あると思われる基本的なデータを示した。前半では、この地域の高等教育機関につい

てよりよく理解するために、過去に出版された研究や教育雑誌をベースにし、さらに

インターネットから得た最新のデータを加えた。

これらのデータのうち、オーストラリアとニュージーランドについては観光学を持

つ高等教育機関の地理的分布を調べた。国士が広いオーストラリアでは地域差が顕著

であり、観光産業が盛んなクイーンズランド州でこれらの高等教育機関が高い割合で

見られた。他方、ニュージーランドでは、首都ウェリントンに観光学を持つ教育機関

が多く見られた。
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後半では、インターネットのホームページとＥメールのアドレスをまとめた。本稿

は、これからオセアニア諸国を訪問しようとする人やインターネットをはじめて使う

人でも簡単に情報収集をできるようにまとめた。ここで集めた資料がこれから観光教

育を専門的に研究する人にとって少しでも役に立ったら幸いである。

【注】

１）オーストラリア広報部編『AustraliainBrief（日本語版）』オーストラリア

大使館，1994年，３２頁。

２）永吉宏英他「オーストラリアにおける余暇・観光科学の現状」『新しい学問領域

としての余暇・観光科学の可能性』大阪体育大学，1990年，４９頁。

３）同上，２９頁。

４）Coppell，Ｂｉｌｌ』ust軍Iおij7姥cts＆ﾉ?igzIr汐sbRingwood，Vic：PenguinBooks

AustraliaLtd，1993,ｐｐ､221-225.

5）ニュージーランド統計局の資料、Ｍ９〃ZbaIa"ｄｉ〃ﾉｑｍ五iIeに基づく。

６）MagabookPtyLtded．』釦idbtoAust”Ｉｉａ"肋iyer汐itJ's-I”M99aRandwick，

ＮＳＷ：MagabookPtyLtd，1995,ｐｐ､132-137.

7）永吉，前掲稿，14-21頁。

８）MagabookPtyLtded．Ｓ麺dya"ｄ乃看I'ｅＩｉ〃ＡＵＳ泣泊"ａ－Ｉ”6『/Z99aRandwick，

ＮＳＷ：MagabookPtyLtd，1995,ｐ179.

9）次に挙げるものは、ホームページを持っているが、Ｅメールのアドレスが不明で

あった。

オーストラリアのＴＡＦＥ：

BartonInstituteofTAFE（Vic)，BendigoRegionallnstituteofTAFE（Vic)，

BrisbanelnstituteofTAFE（Q1d)，CentralMetropolitanCollege（WA)，

Ｃ､Ｙ・oConnorCollege（WA)，FarNorthQueenslandlnstituteofTAFE（Q1d)，

TheGreatSouthernRegionalCollegｅｏｆＴＡＦＥ（WA)，

KanganlnstituteofTAFE（Vic)，MetropolitanlnstituteofTAFE（Vic)，

MountlsalnstituteofTAFE（Q1d)，

MurrayMalleeCoImlunityCollege（Vic)，RegencylnstituteofTAFE（Vic)，

SouthernQueenslandInstituteofTAFE（Q1d)，

SouthWestRegionalCollegeofTAFE（WA)，WesternTAFEInternational（WA）

10）足立照也「ニュージーランドの余暇・観光科学の現状」『新しい学問領域として

の余暇・観光科学の可能性』大阪体育大学，1990年，８２頁。
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１１）ＩＣＳ編『新版オーストラリア・ニュージーランド留学』三修社，1993年，

２２２頁。

12）次に挙げるものは、ホームベージを持っているが、Ｅメールのアドレスが不明で

あった。

ニュージーランドのポリテクニック：

NorthlandPolytechnic(Whangarei）

１３）ＴＡＦＥの住所や電話番号を掲示しているが、ホームページのアドレスは示され

ていない。

14）観光学コースはないが、オーストラリアの大学のＥメール・アドレスを参考まで

にいくつか挙げておく。

AustralianCatholicUniversity(Vic，NSW，Q1d)：webmaster@acu・edu､au

DeakinUniversity(Vic)：wwwsite@deakin・edu､edu・au

F1indersUniversity(SA)：wwwperson@flinders・edu・au

LaTrobeUniversity(Vic)：Webmaster@bendigo,1atrobe・edu､au

MacquarieUniversity(NSW)：www@ＷＷＷ・mq・edu・aｕ

MurdochUniversity(WA)：cwis@murdoch,edu・au

SwinburneUniversityofTechnology(Vic):webmaster@swin､edu,au

TheUniversityofAdelaide(SA)：wwwadmin@www・adelaide・edu・ａｕ

（The）UniversityofMelbourne(Vic)：cwis@www・unimelb・edu.aｕ

（The）UniversityofNewEngland(NSW)：webmaker@metz・une・edu・ａｕ

（The）UniversityofNotreDame(WA)：ndame@､｡､edu・au

UniversityofSouthernQueensland(Q1d)：wegner@usq・edu､ａｕ

（The）UniversityofSydney(NSW)：uwis@usyd・edu・au

UniversityofTasmania(Tas)：web一master@Postoffice､utas,edu,au

UniversityofWollongong(NSW)：webmasters@uow・edu・au

l5）観光学コースはないが、ニュージーランドの大学のＥメール・アドレスを参考ま

でに挙げておく。

MasseyUniversity(PalmerstonNorth)：WebMaster@massey､ａｃ.、ｚ

（The）UniversityofAuckland(Auckland)gwebmaster@auckland・ac.、ｚ

（The）UniversityofWaikato(Hamilton)：webmaster@waikato・ａｃ､ｎｚ

ｌ６）オセアニア島嘆の高等教育機関には、上記のもの以外に以下のものがある。

CollegeofHigherEducation(Fiji)：aidw@is・com・ｆｊ
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<研究ノート＞オーストラリアにおける教育課程行政の動向

一EnglishasaSecondLanguageを中心に－

筑波大学大学院

佐藤博志

はじめに

本稿は、オーストラリアにおける教育課程行政の動向をEnglishasaSecondLan-

guage（以下ESLと略）を中心に検討することを目的とする。概していえば、オース

トラリアの教育課程行政は「ナショナル・カリキュラムー州・直轄区の教育課程政策

一（地方教育行政の教育課程政策）」から成立する複雑な重層構造を特徴としている。

オーストラリアにおける初等・中等教育について研究する場合、いずれのテーマを扱

うにせよ、教育課程行政の構造を踏まえなければならない。すでに筆者は教育課程行

政構造の解明を試みてきた')。ところがオーストラリアの教育課程行政は変化が激し

く、その動向を不断におさえておく必要がある。そこで本稿では一次資料の分析を通

して、1996年までの教育課程行政の全体的動向を明らかにする。さらに教育課程政策

をESLに焦点を当てて分析する。周知のように「オーストラリア社会における学習と

意思疎通の遂行は英語力に依拠している」２)ため、ESLは教育課程政策の中で重要な

位置をしめている3)。それゆえ本稿は研究の初発として、教育課程行政の構造を踏ま

えてESLの教育課程政策を分析する。そして今後の研究課題を見出だしたい。なお本

稿では公立学校を考察の対象とし、私立学校については取り扱わない。

1.教育課程行政の現伏

(1)ナショナル・カリキュラムの実施

オーストラリアでは、1989年４月の第60回オーストラリア教育審議会(Australian

EducationCouncil)において「学校教育に関するホバート宣言」（TheHobartDecla-

rationonSchooli､g)が採択され、ナショナル・カリキュラムの開発が、連邦、州・

直轄区教育大臣の間で確認された4)。ナショナル・カリキュラムは８領域すなわち
「英語」（English）、「数学」（Mathematics）「理科」（Science）「社会と環境の学

習」（StudiesofSocietyandEnvironment）「英語以外の言語」（Languagesother

thanEnglish）「技術」（Technology）「芸術」（TheArts）「保健」（Health)のステイ

トメント(Statement）とカリキュラム・プロファイル(CurriculumProfile)から構成

されている。さらに「英語プロファイルの使用法」（UsingtheEnglishProfile）
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「ESLの水準」（ESLScales)などの文書も刊行されている5)。とはいえ州・直轄区教

育省はそれぞれ独自の教育課程政策を策定しており、初等・中等教育行政に直接的な

権限と責任を持っているため、ナショナル・カリキュラムへの対応は多様である。

州・直轄区におけるナショナル・カリキュラムの実施状況については、カリキュラ

ム・コーポレーション(CurriculumCorporation)が、MCEETYA(MinisterialCouncil

onEducation，Employment，TrainingandYouthAffairs）６)において、1994年以降

毎年、報告書を提出している。1996年の７月17～18日にブリスベーン(Brisbane)で開

催された第５回MCEETYAに提出された報告書(7)によると、表１のような現状になっ

ている。

表１

州・直轄区におけるナショナル・カリキュラムへの対応

ACTACTCurriculumFrameworkとカリキュラム・プロファイルを使用する。

NSW1995年の政権交替に伴う教育課程政策検討の結果、NSWSyllabusの改訂と実施

にあたって、ステイトメントとカリキュラム・プロファイルを直接に反映させ

ない。ただしSyllabusSupportDocumentsが、NSWSyllabusとステイトメント

／カリキュラム・プロファイルの関係を示す予定である。

NTNTLeamingAreaCurriculumStatementとNTProfileを使用する。

QLD1996年の政権交替に伴い、教育課程政策を検討することになったため、ＱＬＤ

StudentsPerformanceStandards（英語と数学）の実施を留保する。

３Ａステイトメントとカリキュラム・プロファイルを使用する。

rASステイトメントとカリキュラム・プロファイルを使用する。

VICVICCurriculumStandardsFrameworkを使用する。

WAWAStudentOutcomeStatementを使用する。

(出典）CurriculumCorporation，胸”r弓r”〃Z認汐"αz"プﾋzﾉﾉZ〃‘海Z石"a"お

ａ"げたl'Z2Z3f/とR５，"‘SbｹじIaASMelbourne，1996,ｐ､１．

(注１）ただしSAとTASでも、領域のよっては新たに教育課程政策を策定あるいは策

定予定である。これについては次の文献を参照。

MCEETYA，婚〃切Za／化”ｒｒ”ｊｂｸじりﾉｚｉｚ９”‘fZf夕猛aZzi牙忽〃Melbourne：

CurriculumCorporation，1996．ｐｐ､98-101,143-146．

(注２）ＷＡでは答申CurriculumFuturesforWesternAustralianSchoolsに基づき、

新たな教育課程政策を策定予定である。これについては次の文献を参照。

AustralianCollegeofEducation，〃“5ソ汐汝Z汐ｒ"Z海,他心雄RXz22〃αﾌ〃ど－

“"』27tに汐Z§z〃ＺVol､１５，No.２，Canberra，1996,ｐｐ､16-17.
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表’に示したように、州・直轄区におけるナショナル・カリキュラムへの対応は多

様であるが、概ね次のように集約できる。すなわち州．直轄区では「州．直轄区の教

育課程政策、あるいはステイトメントとカリキュラム．プロファイルを考慮して修正

した政策文書を通して、ステイトメントとカリキュラム．プロファイルに対する教員

の関心を引き出そうとしている。」８)このように州．直轄区がナショナル．カリキュ

ラムに対して独自の立場をとる要因として、州・直轄区が初等・中等教育行政の権限

と責任を有することはいうまでもないが、州・直轄区がナショナル．カリキュラムの

領域や系統に問題点を見出だした点も指摘できる9)。

ところが興味深いことは、第５回MCEETYAにおいて全国識字調査(NationalLiter-

acySurvey）の実施が採択されたことであるｏその内容は表２の通りだが、この背景

として、1990年代中葉になって州．直轄区政府が識字向上を重視したこと、連邦教育

大臣(MinisterfOrSchools，VocationalEducationandTraining）のケンプ博士

(DrKemp，Ｄ･）が識字向上を自らの政策課題として位置づけ、MCEETYAで全国的識字

政策の策定にリーダーシップを発揮したことがあげられる'｡）。つまり1996年の現状

を分析する限り、オーストラリアにおける全国的教育課程政策は、ナショナル・カリ

キュラムが州・直轄区の意思を尊重するかたちで実施されるとともに、識字向上とい

うもう一つの課題が現れつつあり、両者が相互に関係していくことが予想できよう。

表２

第５回MCEETYAで採択された全国識字調査に関する事項

MCEETYAは以下のａ～ｆの事項に同意した。

1． ｢小学校を卒業するすべての子供が読解、筆記、意思疎通の適切な能力を持つべ

きである。」という新しい国家目標を設定すること。

〕． 第３学年と第５学年の全国共通識字到達水準(benchmarks)を開発すること。

｡．連邦、州・直轄区政府が、全国共通識字到達水準の開発を担当する職員を指名す

ること。

j・代表的な私立学校組織にも、全国共通識字到達水準の開発への参加を依頼する。

e・全国共通識字到達水準の開発組織は1997年の初回のMCEEIYAで、第３学年と第５

学年の全国共通識字到達水準の性質、読解、筆記などの到達水準を報告する。

f・州・直轄区における識字の十分比較可能なデータを得るために、全国識字調査を

将来改善する。ただし調査結果は公表される前にMCEETYAに報告される。

(出典）MCEETYA，必i"ﾀz直ｒ２ｚａ/α〃"“/”現7””加吻ﾜﾉﾋ2"z巴"隊ノ?za”izI9a”
ノリ"”ノfa色Z応ﾘﾉﾘﾂﾝ泌舵沼Z§zjZgj"旨z芯Zi昂"巴〃島〃./Z〃ノ(ﾀIﾀ〃〃l'”ｆ

"”Z錘Melboume，1996,ｐ､４．
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(2)首都直轄区の教育課程行政

ナショナル．カリキュラムの下、州・直轄区でそれぞれの教育課程行政の構造が存

在するが、本稿では首都直轄区における教育課程行政の現状を述べる。なぜなら首都

直轄区においては近年、教育行政の構造改革(restructuring）が断行され、その動向

をおさえておく必要があるからである。

首都直轄区の教育行政は1987年の「経営調査報告書」（AManagementReviewof

theACTSchoolsAuthority)を受け、「教育省一学校援助センター(SchoolSupport

Centre）－公立学校」という構造であった'１）。学校援助センターは、４つの地域

(Area)に設置され、学校教育全般に関して地域の実情に応じた指導行政を行った。

しかし1992年に学校援助センターが廃止され、４つの地域が４つの地区(District）

に改編された。そして教育省に学校指導部（SchoolsDirectorate)が設置され各地区

を担当する４名の学校指導課長(Director-Schools)が配置された'2）。さらに1996年

には４つの地区が南地区(SouthemDistrict）と北地区(NorthernDistrict）の２つ

の地区に再編され、学校指導課長も２名になった'3）。この結果、教育行政は「教育

省一公立学校」という構造になり、教育省の方針が学校に直接伝達される体制が整え

られた。これは組織の簡素化・効率化による教育支出削減を意図していたが、その背

景として連邦政府が首都直轄区政府に対する財政援助を削減したことを指摘できるｏ

実際1993年-94年度の首都直轄区政府の財政赤字は7700万豪ドルであった'4）。

教育課程行政に着目すると、教育省の学校計画部(SchoolProgramsBranch)教育課

程課(StudiesSectiOn）は教育課程政策の策定と教育課程に関する指導行政を担当し

ている,5）。首都直轄区では教育課程開発の指針として、「英語」（English）、「数

学」（Mathematics）「理科」（Science）「社会と環境の学習」（StudiesofSociety

andEnvironment）「英語以外の言語」（LanguagesotherthanEnglish）「技術」（Te-

chnology）「芸術」（TheArts）「保健体育」（HealthandPhysicalEducation）の８

領域から構成される首都直轄区教育課程政策(ACTCurriculumFramework)を1994年に

刊行、使用している16）。同時に成績評価の指針として、ナショナル･カリキュラム

の一つである８領域のカリキュラム・プロファイルを使用している。つまり首都直轄

区教育課程政策とカリキュラム・プロファイルを併用することによって、直轄区とし

ての独自性を維持しつつ、ナショナル･カリキュラムにも対応しようとしている。な

お後期中等教育審議会(BoardofSeniorSecondaryStudies）が中等カレッジ(Seco-

ndaryCollege)の教育課程の認可を行う組織として存在している。

ここで教育課程行政における学校指導部と教育課程課の関係について述べておきた

い。学校指導部は２名の学校指導課長、４名の職員から構成されており、教育政策の
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趣旨説明、学校財政の運営と効果、学校経営計画の策定と成果に関する指導行政の実

施を責務としている'7）。一方、教育課程課は22名の職員から構成され教育課程、教

科教育に関する専門的指導行政を行っている。つまり学校教育全般を担当する学校指

導部と教育課程を担当するに教育課程課が、９７校の公立学校'8）に指導行政を実施し

ている。

ただし首都直轄区の教育課程行政を論ずる際、次の２つの動向も看過できないｏそ

の一つは学校評価(SchoolReview，1996年からSchoolDevelopmentに名称変更）であ

り、もう一つは学校に基礎をおいた経営(SchoolBasedManagement）への移行である。

学校評価はすでに拙稿'9）で論じたように、1990年に導入された学校と行政の協働

による学校評価である。これは継続的な学校改善を目指して５年に一度実施される。

もっともその評価手順の複雑さが指摘されたため、1994年から1995年に改善案が検討

された2｡）。そして1996年に「学校評価のガイドライン：1996年-2000年」（Guidel-

inesforSchoolDevelopmentl996-2000)が発表され、新しい評価手順が実施された。

次に学校に基礎をおいた経営であるが、これは1995年「首都直轄区の学校に基礎を

おいた経営：討議資料」（SchoolBasedManagementintheAustralianCapitalTe‐

rritory：DiscussionPaper)、1996年「首都直轄区の学校に基礎をおいた経営の向上」

(EnhancingSchoolBasedManagementｉｎｔｈｅＡＣＴ)で明らかにされた政策である２１）。

すなわち従来、学校に委譲されていた教育課程の権限に加えて、1997年以降、財政、

人事、設備の権限を委譲することによって、生徒の教育成果の改善と教育行政職員数

の削減を狙いとしている22）。

要するに、首都直轄区の教育課程行政は８領域の教育課程政策とカリキュラム・プ

ロファイルを軸として、指導行政と学校評価を実施している。一方、学校に教育課程

だけでなく財政、人事、設備の権限を委譲する政策が策定されたため、学校の経営責

任の拡大が予想される。上述の教育課程行政の体制は、学校が委譲された権限を活用
できるように整備されたとも考えられる。しかしオーストラリア教員組合首都直轄区

支部(AustralianEducationUnionACTBranch）が「今日の支出削減の流れの中で、

学校に基礎をおいた経営への移行は、さらなる教育支出削減を許すものである」（23）
と述べ、教育行政の現状を批判している。つまり首都直轄区の教育課程行政は、一連

の構造改革の断行に伴う問題をはらんでおり、今後の動向が注目されよう。

2．ESLの教育課程政策

(1)首都直轄区におけるESL政策

首都直轄区ではESL政策として、「首都直轄区ESLステイトメント」（AＣＴＥＳＬＣｕ－
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rriculumStatement）と「ESLの水準」を併用している。前者は首.都直轄区教育省が

策定した教育課程開発の指針であり、後者はナショナル・カリキュラムの一環として

カリキュラム・コーポレーションから出版された成績評価の指針である。これは主要

８領域と同様に、直轄区としての独自性を維持しつつ、同時にナショナル・カリキュ

ラムに対応するためである。以下ではそれぞれの内容を概観する。

まず「首都直轄区ESLステイトメント」２４）は、学校が地域社会に応じたESLの教

育課程を開発することを援助することを目的としている。さらにESLの全国的政策で

ある「ESLの学習段階の枠組み」（ESLFrameworkofStages）と「ESLの水準」の使

用方法を示すことも意図している。「首都直轄区ESLステイトメント」ではESLの概

念を「英語以外の言語を一つ以上話す生徒、あるいは英語以外の言語が使用される土

地の出身の生徒が英語を学習すること」２５）と定義し、「聴取理解」「会話」「読解

と応答」「筆記」「学習者としての成長」の５つを領域(Strands）としている。段階

(Bands）は、準備学年一第３学年、第３学年一第６学年、第６学年一第８学年、第８

表３

｢首都直轄区ESLステイトメント」の構成

1.序 ５．ESLの領域

(1)首都直轄区ESLステイトメントの目的（１）ESLの生徒の段階

(2)ESLの学習段階の枠組みの目的（２）ESLの学習領域

(3)ESLの水準の目的(3)内容選択の基準

2.学習領域としてのＥＳＬ６.学習と教授法

(1)定 義 （ １ ） ESL教授法の性質

(2)原則( 2 ) 計 画

(3)基本方針(3)方策

3．ESL教育の分類(4)学習環境

(1)直接的ESL教育７.評価計画

(2)協力的ESL教育８．ESL教育課程の実施

(3)普通学校でのESL援助９.クロス・カリキュラム

4 ．ESLの教授法１０.付録

(1)言語学習の成果 １ １ . 謝 辞

( 2)学習成果の評価１２.参考文献

(3)評価の通知

(出典）ACTDepartmentofEducationandTraining，〃２２〃′化y，ﾉ畑mhz"フｂＷＺ”

Ｊﾝ汐Z固』肥ﾖ"ｒ雌ﾘ'ﾉ伽ｊｉ，Canberra，1996,ｐ､ｉ、
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学年一第10学年、第11学年一第12学年に分かれている26）。同書の構成は表３の通り

である。

次に「ESLの水準」は「８領域のカリキュラム・プロファイルに追加されたもので、

生徒のESLの学習進度の記録に関して教員を援助することを目的としている。」２７）

同書では、入門到達水準１(BeginningLevell）～入門到達水準３(BeginningLevel

3)、到達水準(Levelｌ）～到達水準８(Level８）を設定し、学習成果のレベルを示し

た。領域(Strands）は入門到達水準と到達水準で異なり、前者では「入門読解と応答」

「入門筆記」の２領域、後者では「口頭の相互作用（聴取理解と会話）」「読解と応

答」「筆記」の３領域である２８１。

図１

「ESLの水準」と「英語のプロファイル」の関係に関する仮説モデル

1０
’一

９
’一

８

７ 弓
６ Ｉ
５

４

３
' 一

２

１

(出典）CurriculumCorporation，ｊ２Ｚ免琢/asWMelbourne，1994,ｐ､10.
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ここでESLを学習している生徒が一般的な英語力の水準に到達するまでの教育課程

上の過程を明らかにするために、「ESLの水準」の到達水準と「英語」のカリキュラ

ム･プロファイルの関係について述べる。図１は口頭の相互作用（聴取理解と会話）

の視点から、「ESLの水準」の到達水準と「英語」のカリキュラム．プロファイルの

関係を仮説的に示したものである。この図は次のことを意味する。すなわち「年齢が

高い生徒より低い生徒の方が、通常の授業に十分対応できるような英語力に早く到達

する。年齢が低い生徒ほど英語のカリキュラム・プロファイルの水準にすぐに入れる

のであって、年齢が高い生徒は低い水準にとどまる。年齢が高い生徒ほど、彼らの年

齢に相当する学年の教育課程が高度の英語力を要求する。それゆえ年齢が高い生徒の

方が比例的に(PrOPOrtiOnally)高い英語力を目指すことになる。」２９）つまり年齢の

低い生徒の方が、通常の授業で必要な英語の水準が低いので、「英語」のカリキュラ

ム・プロファイルにより早く到達できるといえよう。

首都直轄区では、このような「首都直轄区ESLステイトメント」と「ESLの水準」

を併用してESL政策としているのである。

(2)LakeGinninderraCollegeにおけるESLの教育課程

以上のようなESL政策を持つ首都直轄区であるが、公立学校のESL教育課程はどう

なっているのであろうか。本稿ではLakeGiminderraCollegeを事例として取り上げ、

ESLの教育課程の実態を明らかにする。

IakeGiminderraCollegeは首都直轄区の郊外ベルコネン(Belcomen）に1987年に

開校した公立中等カレッジである。第11学年と第12学年の生徒が約900名在学してお

り、２０以上の異なる民族的背景を持つ生徒が確認される3o）。教育課程はバランスを

とり、多様性を許容し、社会の変化に対応することを目指しており、次の７点を原則

としている３１）。

・生徒の職業教育の必要性に対応する。

・アジア、オセアニアの理解とアジア、オセアニアがオーストラリアの将来の繁栄に

重要なことをよく理解する。

・環境とその保護に対する積極的な態度を育成する。

・オーストラリアの文化遺産と現代社会問題に対する知識と認識を育成する。

・テクノロジーの現状と発展についての認識と能力を育成する。

・生徒が教科と領域を通して学習した内容を統合できるようにクロス・カリキュラム

を発展させる。

。特別の学習要求を持つ生徒に対応する。
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表４

LakeGinninderraCollegeのESL教育課程に示された学習テーマ（抄）

○「ESL１Ａ／２Ａ／３A」

生活技能消費者教育，福祉制度，労働の世界，市民権，オーストラリア政府，

多文化主義，女性の地位，国際連合，政治制度，歴史上の人物

○「ＥＳＬ１Ｂ／２Ｂ／３B」

植物、動物，絶滅しそうな動植物，環境保護，健康，著名な科学者と発明・発見，

世界地理，文明の歴史，諸国家

(出典）LakeGinninderraCollege，皮ｊＺα』Canberra，1992,ｐｐ､4-5.

そしてこの原則の下、「応用技術／社会科学」（14科目）「芸術／ESL／言語」

（28科目）「体育／野外活動」（５科目）「情報教育、ビジネス」（11科目）「英語」

（２科目）「数学」（４科目）「理科」（７科目）といった領域が構成され、合計７１

科目を提供している32）。このうち「芸術／ESL／言語」に所属するESLは「ESL」
と「特定の目的のための英語」（EnglishfOrSpecificPurposes）の２科目から成立
している。

「ESL」は「オーストラリアの学校あるいは英語を使用する学校で教育をまったく

受けたことがなく、英語力に困難を持つ生徒を対象にしている。」３３〕その目的は次
の４点である34〕。

・英語を効果的に使用することを通して自信を獲得させる。

・英語を創造的に使用することを援助する。

・社会問題を批判的に理解する力を育成する。

・他の教科の学習に対応可能な英語力を育成する。

「ESL」は「ESL１Ａ／２Ａ／３A」「ＥＳＬ１Ｂ／２Ｂ／３B」という６つの単位に細分化

されている。とはいえ「ESL１A～3A」と「ESL1B～3B」では表４に示したように授業

のテーマが統一されている。生徒は６単位をすべて履修するか、２単位あるいは４単

位のみを履修するかを選択できる35）。

一方、「特定の目的のための英語」は、「オーストラリアの学校あるいは英語を使

用する学校で教育をまったく受けたことがなく、英語力に困難を持つが優秀な生徒を

対象にしている。」３６）つまり、この科目は「ESL」よりもレベルの高い教育を行う

のであって、次の４点を目的としている。

・日常生活に必要な英語力にとどまらず、高等教育進学に対応する英語力を育成する。

具体的には聴取理解、会話、読解、筆記、図書館で調査する能力を育成する。
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・特定の目的のための英語の使用に親しませる。

．新しく創造的な筆記方法を育成する。

、多様なテーマに対して、筆記、口頭の両方で批判的の応答可能にする。

「特定の目的のための英語」は「特定の目的のための英語１／２／３／４」の４つ

の単位に細分化されている。生徒は４単位をすべて履修するか、２単位あるいは３単

位のみを履修するかを選択できる37）。

さてこのような公立学校のESLの教育課程は、大きく見れば「首都直轄区ESLステ

イトメント」と「ESLの水準」に示された領域との整合性を確認できる。しかし表４

のような教育課程の詳細に関しては、学校のESL教員が、政策を参照しつつも自らの

努力で開発したものといえよう。このことはLakeGinninderraCollegeのESL教員ド

ノホ(Donohoe，Ｈ)が「ESLの教育課程政策よりもESL教員で組織する教科研究会から

得られる情報の方が、教育課程の開発にとって有益である。」３８）と述べていること

からも明らかであろう。オーストラリアでは1970年代以降、学校に基礎をおいたカリ

キュラム開発(SchoolBasedCurriculumDevelopment）が推進されてきたが、ヨ9）

上述のLakeGiminderraCollegeにおけるESLの教育課程もそのような観点から開発

されたものと推察できよう。

おわりに

以上、1996年までの教育課程行政の全体的な動向を明らかにし、さらにESLに焦点

を当てて教育課程政策を分析した。オーストラリアにおけるナショナル・カリキュラ

ムは州・直轄区における対応の多様性を許容しているが、識字向上という新たな政策

課題も現れている。首都直轄区の教育行財政は一連の構造改革の結果、1970～80年代

とは異なる厳しい状況にあり、留意すべきであろう。一方、首都直轄区のESL政策は

「首都直轄区ESLステイトメント」と「ESLの水準」が併用されている。そして学校

段階では学校に基礎をおいたカリキュラム開発の観点が重視されているといえよう。

本稿は一次資料に基づいて1996年までの現状を明らかにすることが目的であったの

で、概括的な分析にとどまった。しかし研究課題を見出だすことができたので、最後

に述べておきたい。

第一に、オーストラリアにおいて識字調査がどのように展開していくかである。第

15回MCEETYAで全国識字調査が採択されたが、州・直轄区においても識字調査が導入

される傾向がある４０）。識字調査が教育課程行政全体に持つ意味、あるいは識字調査

と言語教育政策の位置関係が研究課題となり得よう。第二に、学校への権限委譲政策

と財政支出削減の関係である。首都直轄区では学校に基礎をおいた経営政策として具
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体化されたが、財政支出削減を意図した教育行財政改革の断行はオーストラリア全体

の動向になりつつある。それゆえ、少ない予算でいかに効率的に公教育経営を行うの

か、そこで保障される教育の質が適切なのかが問われるだろう。第三に、財政支出削

減がDisadvantagedと呼ばれる学校に与える影響が研究されなければならない。たし

かにオーストラリアでは民族的多様性を配慮した教育政策が策定されているが、教育

財政との関係はあまり論じられてこなかった。いわゆるDisadvantagedSchoolでは学

校経営に深刻な影響を与えている例も見られる４１）。十分な予算なしには、いわゆる

多文化教育もESLも実質的に展開しないのであるから、今後は政策レベルの研究にと

どまらず、学校経営の実態を解明する必要がある。筆者はこのような課題意識をもっ

て研究を進める所存である。

追記本研究は、オーストラリア政府、豪日交流基金「一般奨励金」により実施され

ました。関係各位に感謝申し上げます。
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【資料紹介】

「ホール・スクール・アンチレイシズム・プロジェクト」

(学校と地域社会全体による反人種差別教育への取り組み）

ニユーサウスウエールズ州学校教育省発行／１９９５年

筑波大学

見世千賀子

ニューサウスウェールズ州（以下、ＮＳＷ州と略す）では、１９９１年から１９９３

年にかけて、学校教育省（NSWDeparbnentofSchoolEducation：DSE）とＮＳＷ州民族

問題審議会（EthnicAffairsCommission：EAC）、および連邦多文化問題局（Officeof
MulticulturalAffairs：OMA）の協力によって、「ホール・スクール・アンチレイシズ

ム・プロジェクト（WholeSchoolAnti･racismProject:ＷＳARP）」が実施された。「ホー

ル・スクール・アンチレイシズム・プロジェクト」とは、その内容から判断すれば、

表題に示した通り「学校と地域社会全体による反人種差別教育への取り組み」とでも

訳せるものである。本資料は、このプロジェクトの成果とそれに基づく反人種差別教

育への取り組み方法等を示した、４分冊のハンドブックとして構成されている。それ
ぞれの冊子のテーマは以下の通りである。

1.WholeSchoolAnti･racismPrQject:SchoolCommunitieslnvestigatingRacism

（スクールコミュニティによる人種差別に関する調査・研究）

2.WholeSchoolAnti･racismPrQject:Anti･racismPlanningGuide

（反人種差別計画ガイド）

3.WholeSchoolAnti･racismPrqject:StrategiesforChange

（変革のためのストラテジー）

4.WholeSchoolAnti-racismPrQject：Undestandingthelssues

（諸問題の理解）

ｌは、学校や地域社会にみられる人種差別の克服に取り組んだ、このプロジェクト

の内容と成果をまとめたものである。また、２と３は、今後、反人種差別教育に取り

組もうとする学校や地域社会のために、具体的な取り組みの指針や方法を示した手引
き書となっている。４は、この領域の問題について、さらに理解を深めたい人たちの

ために、関連論稿を集めた冊子となっている。

筆者が、このプロジェクトについて知ったのは、１９９５年の８月オーストラリア

への２週間程の調査旅行で、ＮＳＷ州学校教育省の多文化教育室を訪ねた時のことだっ

た。ちょうどこの４分冊のハンドブックが出来上がったところであり、幸いにして入

手することができたのである。この４分冊のハンドブックは、１つのケースにまとめ

られて、州内の各学校へ配付されるとのことであった。それでは、以下に、冊子の１
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に基づき、このプロジェクトがどのようなものであったのかについて紹介することを

中心に、本資料の内容を簡単に紹介していきたい。

１.WholeSchoolAnti･racismProect：SchoolCommunitieslnvestigatingRacism (102頁）

本冊子は、「ホール・スクール・アンチレイシズム・プロジェクト」に関する一連

の活動について述べられている。プロジェクトを設置した経緯やプロジェクトに参加

した学校およびそれを取り巻く地域社会の活動をまとめたものである。本冊子の執筆

者は、このプロジェクトのために公募で選ばれた２名のホール・スクール・アンチレ

イシズム・プロジェクト担当官である。本冊子の構成は次のようになっている。

はじめに

オーストラリア首相HonPJKeatingのあいさつ

ＮＳＷ州首相HonJohnFaheyのあいさつ

NSW州の学校における反人種差別プロジェクト

ＮＳＷ州民族問題審議会とＮＳＷ州学校教育省のプロジェクトに関する論議

プロジェクトの開始

運営委員会の設置

人種差別について調査したスクールコミュニティからの報告

メトロボリタン西地域の学校群におけるプロジェクト

北西地域の学校群におけるプロジェクト

他のスクールコミュニティが考慮すべき課題

プロジェクトの成果

それでは、本冊子に基づき、「ホール・スクール・アンチレイシズム・プロジェク

ト」について、設置の経緯および具体的取り組み内容を概観してみよう。

１９８９年１２月、ＮＳＷ州民族問題審議会では、反人種差別教育の領域で、どのよ

うな役割が果たせるかについて話し合いがもたれた。その時出された可能なイニシア

チブの中に、反人種差別教育への「ホール・スクール」アプローチのアウトラインが

含まれていた。そして、同審議会は、この時期の学校教育省との懇談においても、反

人種差別教育の実施にプライオリティを置くことで同意していた。時を同じくして、

当時NSW州の首相であり民族問題相であったニック・グレイナーも、教育を通して反

人種差別ストラテジーを発展させることの必要'性と重要‘性を指摘していた。同首相は

また、こうした課題における民族問題審議会と学校教育省との連携を強く要望した。

その結果、民族問題審議会と学校教育省が反人種差別プロジェクト開発のための協力

に同意し、１９９０年、学校教育省のアポリジニー教育室および多文化教育室の代表

と民族問題審議会の事務担当官から成るワーキンググループが設置された。

このワーキンググループによる検討の結果、反人種差別教育に関してはすでに多数

の教材が存在していることから、新しいプロジェクトは、教材開発ベースではなく、
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活動ベースで行うことが決定された。また、併せて、２つの原則、すなわち、①スクー

ルコミュニティ全体で取り組むこと、②学校全体を反人種差別の観点から見直すこと、

にしたがうこととなった。

民族問題審議会、学校教育省、連邦多文化問題局という３つの政府機関の代表らに

よってプロジェクト運営委員会が組織された。プロジェクトの実施地域として、２つ

の学校群、①都市部にあって非英語系（NonEnglish-SpeakingBackground）の児童・

生徒が多く在籍する学校群、②地方部にあってアボリジニーの児童・生徒が多く在籍

する学校群、が選定された。各地域１名ずつのプロジェクト担当官が採用された。

それでは、本稿では、都市部にあって非英語系の児童・生徒が多数在籍する学校の

集まるメトロポリタン西地域の学校群におけるプロジェクトを紹介してみよう。この

地域における非英語系の児童・生徒の構成率は、約４０％強である。最も多いのは、

アラビア語系であり、ついでトルコ語系となっている。この地域のプロジェクトには、

１つの中等学校とそこへ生徒を送っている６つの初等学校が参加した。ここでは、そ

の中のグランビレ南中等学校（GranvilleSouthHighSchool）の事例をみてみよう。グ

ランピレ南中等学校では、学校と学校教育省の地域担当官および民族問題省との話し

合いによって、１９９１年１１月、反人種差別を推進しようとするこのプロジェクト

へ参加することを決定した。この学校は、多文化的であること、文化的調和を促進し

ようとしていること、地域社会による学校への参加の機会の増大に努めていることで

知られていた。

第一段階：計画

グランピレ地区コミュニティプロジェクト委員会は、コーディネーター役であるグ

ランビレ南中等学校の副校長の指揮下、６名の教員と同校の地区担当官（Community

LiaisonOfficer）で構成された。教員の代表は、各教科領域から選出された。第一段階

の活動は、在校生に関する情報の収集に重点がおかれ、次のような領域のデータが集

められた。

・在校生の言語的、文化的、宗教的背景に関する情報

・学校や地区の生徒代表会議への非英語系の生徒の参加人数

・学校とコミュニティ内の相互交流を促進するためのネットワークの使用状況

・学校における海外で研修を受けた教員の背景とニーズの調査

・数名の非英語系の生徒の態度やニーズに関する事例調査

・非英語系の生徒に関連した図書や各教科の資料の収集状況

・学校活動への親の参加状況

上記のようなデータの収集・整理の結果、プロジェクトの実施のために、次のよう

なストラテジーが計画された。

・親の諮問グループの設立

・多文化教育およびアボリジニー教育施策の評価

・学校の反人種差別施策の開発
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･生徒の福祉施策の評価

･指定教科における反人種差別カリキュラムの開発

･生徒、教員、地域社会を含む形でのアートプロジェクト

･モーリー中等学校とカウラリー中等学校との間の相互訪問

･教員、生徒、親、地域社会の住民、初等学校の児童、全員による計画日の設定

第二段階：実施

先の段階で承認されたストラテジーは、１９９２年の第２・３学期に、実施にうつ

された。この段階において計画され、実施された多くの活動は、地域社会や州内にお

ける住民の注目を反人種差別の促進の必要性に向けることに費やされた。活動は、地

域社会や州内において、ラジオやテレビ、新聞等で幅広く報道された。このような宣

伝は、地域社会の評価をあげること、また、直接関わっている生徒の多くの自尊心を

発展させることにおいて、学校にとって非常に有益であった。主な活動は、次の通り

である。

Ａ・生徒会議

７年生から１１年生までのランダムに選ばれた９０名の生徒が、いかに人種差

別と戦うかということについて検討する「１日」会議に参加した。会議では、

小グループでの話し合いやワークシヨップを行った。

Ｂ・親の会議

あらゆる背景をもつ親が、学校や学校教育に関する共通の認識をもつために集

まった。三大非英語系集団の通訳も加わった。さまざまなセッションがもたれ、

これまで、あまり会う機会のなかった集団間の理解と結び付きを促進すること

において生産的であった。

Ｃ・初等学校会議

他の６つの初等学校と合同の会議がもたれた。

Ｄ・バイリンガルコミュニケーション

学校のニュースレターや一般的な通知事項は、現在、地域社会で使用されてい

る主な言語に訳されている。電話サービスにおいても、各種の言語で学校の活

動についての‘情報を流している。

Ｅ・反人種差別アートワークとロゴ

バッジやＴシャツ、ロゴマーク等を作成した。これらは、すべて生徒主導の活

動であり、コンテストを行って、能力を発揮できる場をつくった。

Ｆ・DiffrentColours,ＯｎｅPeople

‘‘DiffrentColours,ＯｎｅPeople”（異なる肌の色、でも同じ人間）というＮＳＷ州

規模でのキャンペーンの開始を主催した。このキャンペーンは、反人種差別プ

ロジェクトに統合された。

Ｇ・海外で研修を受けた教員の支援グループ

このグループは、オーストラリアの学校システムにおいて教育を行う際の、ポ

ジティブな点や困難な点を特定するために設置された。
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Ｈ･カリキュラム開発

英語、健康／自己開発、数学、歴史、社会科学の領域における反人種差別の観

点を取り入れたカリキュラム開発を行った。

Ｉ・資料開発

非英語系の生徒に関連した資料を図書館や各教科領域において、収集した。

Ｊ・学校施策の発展

生徒の福祉施策が見直された。また、多文化教育施策に、反人種差別施策が統

合されるよう検討された。

Ｋ・学校間の交流

１９９２年９月、モーリー中等学校とカウラリー中等学校から４０名の生徒が、

３日間にわたり同校を訪れた。グランビレ南中等学校は、１９９３年９月のア

ボリジニー週間に、先の２つの学校を訪問する予定である。

そして、このプロジェクト活動の結果、次のような成果が得られたとされている。

この学校で、人種的調和を促進するためのストラテジーの発展が、過去何年もの間、

重要であるとみなされてきたのと同様に、人種差別が存在する状況において反人種差

別ストラテジーを採用することの重要性が認識された。反人種差別施策は、学校に対

しても州のプロジェクトに対してもプラスに貢献した。また、とりわけ、次のような

結果が得られたとされている。

・学校と地域社会において人種差別の存在への認識と理解が増した。

・生徒、親、教員は、人種差別に立ち向かうストラテジーを特定し、採用すること

において非常に貴重な資源であった。

・反人種差別ストラテジーは、学校経営およびカリキュラム開発に統合された。そ

れらは、態度に言及するものであり、学校や地域社会における長期的教育に関

わるものである。

・学校におけるデータ‘情報は、在校生についての価値ある認識を提供し、特別な文

化集団のニーズや反人種差別ストラテジーの特定に役立った。それは、学校の

戦略的経営的計画の発展に非常に有益であった。

・学校施策の中では、カリキュラムの開発に取り組まれた。反人種差別ストラテジー

は、個々の教科プログラムに統合された。

・人種差別への戦いと反人種差別の促進が、今もなお進んでいる。

・スクールコミュニティは、人種差別を許すべきではないということを受容するよ

うになった。

2.WholeSchOOlAnti･racismPrQject:AntiracismPlanningGuide（103頁）

本冊子は、反人種差別教育の計画と評価の方法を示したものである。これは、スクー

ルコミュニティに、人種差別から解放された教育環境および労働環境を提供するため

の努力において自分たちがいまどこにいるのか認識させ、そして、将来、どこにいた

･５２。



ホール・スクール・反人種差別計画ガイド

ホール・スクール・反人種差別計画ガイドの使い方

反人種差別計画マトリックス

５つの課題領域における段階別の概観

・人種差別から解放された環境を発展させるために使用するデータの収集

・反人種差別教育の整備を支援する学校施策、学校実践、学校構造

・人種差別から解放された環境に到達するための教員、生徒、地域の協力

・学校とそれをとりまく地域社会全体の認識によって規定される人種差別か

ら解放された質の高い学校教育

・人種差別から解放された教育への個々人の関与

付属資料

個人評価シート

グルーブ評価シート

学校のプロフィールの概観

以下に示す表は、反人種差別計画マトリックスである。そこには、５つの課題領域

において、それぞれレベルＯから７まで８段階別に、人種差別から解放された環境を

設定するための活動内容やスクールコミュニティがどの程度そうした環境を提供でき

ているかについて評価するための基準が示されている。

レレレレＰＩａｎｎｉｎｇｍａｔｒｉｘ

いのか決定することを可能にさせるものである。本冊子の構成は、次のようになって

いる。
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3.WholeSchoolAnti-racismProject:StrategiesforChange（135頁）

本冊子には、このプロジェクトによって集約され、開発された一連の教材が提示さ

れている。そこには、変革のためのモデルと具体的な取り組みの方法、すなわち、'情

報収集の方法、ワークショップ・会議・会合を企画する方法、人々を参加させる方法、

スクールコミュニティ間のコミュニケーションを高める方法が示されている。また、

反人種差別教育を通常の授業に取り入れるための様々な方法を示すカリキュラム教材

の例も提示されている。本冊子の構成は次のようになっている。

パートＡ：ホール・スクール反人種差別計画の実施

はじめに

計画の実施のためのモデル

計画のためのモデル

スタートポイントの設定

プロジェクトを実施した学校によって試みられたストラテジー

最初の計画

最初のステップ

実施の過程で

評価、再評価、長期計画

パートＢ：資料

１．学校に基礎をおいた反人種差別施策の実行あるいは再評価

２．学校の再評価

３．スクールコミュニティ会議チェックリスト

４．ストラテジー開発シート

５．人種差別的行為の特定

６．学校の雰囲気と文化

７．フローチャート

８．スタッフ調査

９．中等学校生徒会議のための計画

１０．親の評価シート

１１．初等学校児童会議のための質問

１２．多文化的壁画

１３．親の調査

１４．共感を伴う公正：学校における補助スタッフの役割

１５．文学に基礎を置いたカリキュラム教材

１６．社会科（K･6）への多文化的パースペクティブ

１７．「人間社会とその環境」（５年次）

１８．数学

･５４．



１９．

２０．

２１．

２２．

イスラム芸術における幾何学

一つの世界、一つの人種、一つの人間

ホール・スクール反人種差別計画の評価

チェックリスト

4.WholeSchoolAnti･racismProiect:UndestandinRthelssues（１０２頁）

本冊子は、人種差別、反人種差別教育、および態度変容の促進や援助に関する論稿

を集めたものである。それらは、人種差別の影響について知りたい人や、なぜ人種差

別に言及する必要があるのか理由を知りたい人にとって示唆に富むものである。本冊

子では、次のような論稿が掲載されている。

ＨｏｎＰＪＫｅａｔｉｎｇ

ＨＤＢｌａｃｋ

RGrinter

ＭＫ訓zmtzis

LLippmann

JPerry

JPettman

EＫｅｌｌｙ

ＰＰａｇｅ

｢国際先住民年に際して、オーストラリアの出発」

｢子どもたちの間の異文化間相互理解と人種的寛容の促進

一教育者への挑戦一」

｢反人種差別ナショナルカリキュラムの開発一反人種差別スト

ラテジーの実行」

｢オーストラリアの青少年の市民としての育成」

｢初等学校教科書における文化的バイアス」

｢文化的多様性の探究」

｢アボリジニーと人種差別」

｢中等学校における人種差別的用語の使用と悪用」

｢学校教育初年度のアボリジニーの子どもたちに対するより文

化的に対応した教育の提供」

以上、本稿では、「ホール・スクール・アンチレイシズム・プロジェクト』につい

て、冊子のｌを中心に、その内容を紹介してきた。本資料は、オーストラリアにおい

て反人種差別教育が、いかに行われているかについて知るための、また、反人種差別

教育はいかに実施され得るかについて考えるための、貴重な手がかりを与えてくれる

ものである。そこにみられる反人種差別教育への「ホール・スクール」アプローチ、

すなわち、学校とそれをとりまく地域社会全体での取り組み方は、差別問題への対処

の方法や教育における学校と地域の連携のあり方を考えていく上で、極めて示唆に富

むものであろう。

発行：NSWDepartmentofSchoolEducation，CurriculumDirectorate,Multicutlural

EducationUnit．
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オセアニア諸国の教育に関する学会発表報告

1996年６月から10月までに行われたオセアニア諸国の教育に関する学会口頭発表を報告

する。作成の都合上、以下の要件に該当する発表を対象とした。

(1)わが国で開催された学会における発表であること。

(2)発表学会と発表題目からオセアニア諸国の教育に関する研究であることがわかること。

今回は試みとして作成したので完全な記録にはならなかった。ご意見のある方は編集委

員会までご連絡いただきたい。

＜日本教育学会第55回大会＞

○見世千賀子（筑波大学）「オーストラリアにおける反人種差別主義教育の展開一ニュー

サウスウエールズ州を事例として－」

＜日本比較教育学会第３２回大会＞

○神烏直子（青山学院大学大学院）「オーストラリアの言語教育政策一タスマニア州とニ

ュー・サウス・ウエールズ州の例を通して一」

○杉本和弘（名古屋大学大学院）「1980年代後半におけるオーストラリア高等教育改革一

「二元制」から「一元制」への転換過程一」

○西野真由美（国立教育研究所）「オーストラリアにおける哲学教育」

○佐藤博志（筑波大学大学院）沖清豪（国立教育研究所）「教育課程行政に関する英豪比

較研究－ナショナルカリキュラム・権限委譲・自律的学校経営一」

○GregoryGray（松山大学）「EducationReforminNewZealand」

○福本みちよ（拓殖大学）「ニュージーランドにおけるBoardofTrustees（学校理事会）

の現状と課題」

＜日本教育行政学会第３１回大会＞

○佐藤博志（筑波大学大学院）「豪州ビクトリア州における教育財政改革の研究一School

GlobalBudgetを中心に－」

＜日本教育制度学会第４回大会＞

○伊井義人（青山学院大学大学院）「豪州ニューサウスウエールズ州の学校審議会に関す

る考察」

＜オーストラリア学会第７回大会＞

○松本浩次郎（横浜国立大学大学院）「学校教育へのコンピューター・ネットワーク利用」

○漬島聡（園田学園女子大学）「アポリジニー学校におけるバイリンガル教育」

･５６。



『オセアニア教育研究会』今年度活動報告

第５０回１９９５年１２月９日

第１部第４回オーストラリア教育研究会総会

第２部研究発表

幸野稔・加賀谷真紀子「オーストラリアにおける言語識字政策と学校ＥＳＬ」

恵玲子「オーストラリアに於ける外国人学生の為の英語教育一大学付属機関を中心

に－」

第３部記念講演

オーストラリア大使館公使ドナルド・ドビンソン氏

「アジアにおけるオーストラリア」

第５１回１９９６年３月１９日

松本浩次郎

神烏直子

『教育とコンピューターＱＬＤ州を中心に一」

｢オーストラリアの学校における地域社会語の教育」

第１回懇親会１９９６年５月１１日～１２日箱根強羅

第５２回１９９６年６月２５日

佐藤博志

宇田川洋子

『オーストラリア首都直轄区における学校評価に関する考察』

｢ニュージーランドの中等教育における日本語教育』

第５３回１９９６年１０月８日

前田耕司

伊井義人

｢アボリジニーの教育事情』

｢ニューサウスウェールズ州における学校審議会について」

－５７。



第１章 総則

第１条本会はオセアニア教育研究会（SocietyforOceanianEducationStudies）と

称する。

第２条本会はオセアニアの教育に関し学術的に研究し、かつ教育現場の理解に努め、

もって日本とオセアニア諸国の相互理解及び交流を深めることを目的とする。

第３条本会は前条の目的を達成するために以下の事業を行う。

１．総会及び研究会の開催

２研究年報または会報の発行

３．その他本会の目的達成に必要な事業

第２章会員

本会の目的に賛同し、オセアニアの教育に関心を持つ者をもって会員とする。

本会の会員になるためには入会申込書を提出しなければならない。

会員は会費を負担するものとし会費は年額3.000円（学生2,000円）とする。

会員のうち３年間にわたって会費納入を怠ったものは、本会から除籍される。

条
条
条
条

４
５
６
７

第
第
第
第

第３章役員

第８条本会の事業を運営するために次の役員をおく。

会長１名幹事若干名監査２名事務局長１名

事務局員若干名

第９条１）会長は総会にて選出し、本会を代表するものとする。

２）幹事は会員の互選により選出する。欠員が生じた場合、直ちに補充する。

３）監査は幹事会の議を経て会長が委嘱する。

４）事務局長は幹事会の識を経て会長が委嘱する。

５）役員の任期は２年とし、重任を妨げない。

６）事務局員は、事務局長が委嘱する。

･５８‐
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第10条

第11条

第４章総会及び幹事会

総会は本会最高決議機関であって年１回これを開催し、重要事項を決定する。

幹事会は会長及び幹事によって構成し、本会の重要事項を審議する。

第12条

第１３条

第５章会計

本会の経費は会員の会費、その他の収入をもってこれにあてる。

本会の会計年度は毎年10月１日に始まり、翌年９月30日に終わる。

青山学院大学文学部教育学

第６章雑 則

第14条本会の事務局は、東京都渋谷区渋谷４－４－２５青山学院大学〕

科笹森研究室におく。

第15条本会則の改正は総会の決議による。

第16条本会を運営するのに必要な細則は幹事会が定め、総会に報告する。

附則

本会の会則は、平成５年12月４日より施行する。

附則

本会の会則は、平成６年12月３日より施行する。

附則

本会の会則は、平成７年１２月９日より施行する。

･５９。



｢オセアニア教育研究』編集規定

（１）名称：『オセアニア教育研究」（JoumalofOceanianEducatio､Studies)とする。

（２）発行：原則として、年１回、毎年１２月１日をもって発行する。

（３）編集内容：オセアニアの教育に関する研究論文、現場報告、書評等を掲載する。

（４）執筆要綱：

１．原稿形式

・原稿はワープロまたはコンピュータで作成、印刷されたものとする。

・用紙はＢ５，縦置き横書きとし、枚数は、図表、注を含めて１２枚以内とする。

・上部余白２０ミリ、下部余白２５ミリ、左余白２５ミリ、右余白１９ミリとする。

右余白は揃える。

・フォントは明朝体、フォントサイズは１０、行間隔は１．５とする。（フオントサ

イズを指定できない場合は、３８字Ｘ３３行、英文等は半角とする。）

・図表は張り付けてもよい。

・ページ番号は入れない。

２．統一表記

・節の表記は、１，２，３，．…、小節の表記は、(1)(2)(3)….とする。
・注番号は上付き片かっことする。

・邦文の論文名には「」、書名・雑誌名には「』を付ける。

・英文等の論文名には“”、書名・雑誌名はイタリックにする。（イタリックが

不可能な場合は、下線を引く。）

・文献の表示は、次の通りとする。

著者外国語著作で複数の場合はアルファベット順にする。

題名論文の場合は論文名の後に雑誌名、巻号数を入れる。

出版社名国外出版の場合は国名もしくは都市名も入れる。

出版年報告書等の題名に年号がついていても出版年は必ず入れる。
３．論文提出

・投稿希望は八月末日を締め切り、論文提出は十月末日を締め切りとする。
・投稿希望、論文提出先：

〒３０５茨城県つくば市吾妻２－７０７－１０２

フオンス智江子（Tel/Fax：０２９８－５６－５３４６）

．なお、原稿形式や表記が統一されていない原稿は再提出させていただくこともあり

ます。次のページを参考にして原稿の作成をお願いいたします。

･６０‐



題名

一副題一

所属

氏名

はじめに

「はじめに」を入れる場合は節に入れない。同じく「おわりに」を使用する場合も題

目に数字を入れない。題名、副題、初めには太文字にする。

１．節の題目

(1)小節の題目

節の題目は太文字にするが、小節は太文字にしない。なお、表や図を使用する場合は、

以下のように表題、出典を明記する。

表ｌ州別学校数（１９９５年）

初等教育 中等教育 高等教育

Ａ州 ２００ ｌＯＯ ２０

Ｂ州 ９０ ４０ １０

(出典：MinistryofEducation,図uca面on加Cbun"ｙＣｌ９９３,p､16）

【注】

l)Leger,Ｃ,,＆Romano,J・Ｐ．''BootstrapAdaptiveEstimation:TheTrimmedMeanExample.'’

meCmadianJbumaIofSlatjStjcs,181990,ｐ､299.

2）Ｂａ1℃an,Alan・AHYsmJyofAusImjjanEdUcatiOn・Melboume:OxfbrdUniversityPress,1980.

【参考文献】

Ｕ､S､SecuritiesandExchangeCommission．AmuaIRcporTof的ｅＳｅｃ”tjesandExchange

CbmmjSsjonjbr的eFHscaノＹｅ錘Washington,，.Ｃ､:GovemmentPrintingOffice，１９８３．

Boy｡,WilliamLpwe,&Smart,Don,eds・EdiJcalけ、aﾉPbIjPymAusfmjjaandAmeJCa:

Ｃｂｍｐ1ｍ"vePbI国pectjves・NewYork:FalmerPrcss,１９８7．
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